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回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 16,188,796 16,282,975 15,785,742 19,982,809 30,087,881

経常利益 （千円） 1,641,303 1,606,788 1,269,183 2,979,339 8,139,177

親会社株主に帰属する当

期純利益
（千円） 1,150,022 1,082,326 761,012 2,225,362 6,210,694

包括利益 （千円） 1,696,347 1,501,370 1,175,330 2,895,337 6,484,247

純資産額 （千円） 25,494,360 26,475,719 27,186,085 28,144,241 34,041,771

総資産額 （千円） 30,339,101 31,342,850 32,226,273 34,383,169 41,692,098

１株当たり純資産額 （円） 2,785.76 2,898.91 2,976.87 3,142.58 3,785.69

１株当たり当期純利益金額 （円） 126.05 118.64 83.42 245.34 695.65

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） 126.04 － － － －

自己資本比率 （％） 83.8 84.4 84.3 81.4 81.2

自己資本利益率 （％） 4.6 4.2 2.8 8.1 20.1

株価収益率 （倍） 14.06 15.27 22.45 15.61 29.84

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,868,816 2,299,773 1,797,852 3,068,406 5,484,736

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,328,118 △950,305 △1,533,931 1,046,813 △879,202

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △429,011 △513,381 △507,631 △2,013,988 △712,255

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 4,198,415 5,193,698 5,065,708 7,320,445 11,255,535

従業員数 （人） 941 914 752 936 1,231

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

　（注）１．第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。第52期から第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．純資産額には、当社役員への業績連動型株式報酬として信託が所有する当社株式が自己株式として計上され

ており、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。ま

た、１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数は、当該株式を控除対象の

自己株式に含めて算定しております。
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回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 4,762,557 4,603,043 4,158,515 6,484,817 11,103,324

経常利益 （千円） 1,381,792 1,389,450 1,281,184 2,365,717 5,698,365

当期純利益 （千円） 1,241,982 1,317,751 1,115,300 2,007,149 4,686,693

資本金 （千円） 6,791,682 6,791,682 6,791,682 6,791,682 6,791,682

発行済株式総数 （株） 9,333,654 9,333,654 9,333,654 9,333,654 9,333,654

純資産額 （千円） 23,016,405 23,820,077 24,483,801 24,451,762 28,599,183

総資産額 （千円） 24,741,723 25,536,843 26,334,669 26,807,524 32,442,272

１株当たり純資産額 （円） 2,516.73 2,610.95 2,683.70 2,744.97 3,199.27

１株当たり配当額

（円）

50.0 50.0 55.0 65.0 100.0

（うち、１株当たり

中間配当額）
（－） （－） （－） （30.0） （40.0）

１株当たり当期純利益金額 （円） 136.13 144.44 122.25 221.28 524.95

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） 136.12 － － － －

自己資本比率 （％） 92.8 93.3 93.0 91.2 88.2

自己資本利益率 （％） 5.5 5.6 4.6 8.2 17.7

株価収益率 （倍） 13.0 12.5 15.3 17.3 39.5

配当性向 （％） 36.7 34.6 45.0 29.4 19.0

従業員数 （人） 177 177 173 167 164

株主総利回り （％） 75.9 79.7 84.5 168.8 878.3

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） （102.0） （107.9） （152.5） （150.2） （202.2）

最高株価 （円） 2,525 1,994 1,931 5,800 30,500

最低株価 （円） 1,523 1,556 1,304 1,737 2,534

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１．第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。第52期から第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

２．純資産額には、当社役員への業績連動型株式報酬として信託が所有する当社株式が自己株式として計上され

ており、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。ま

た、１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数は、当該株式を控除対象の

自己株式に含めて算定しております。

３．第50期の１株あたりの配当額50円には、記念配当10円を含んでおります。

４．最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであ

り、2022年４月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

５．第50期まで、株主総利回りの比較指標にJASDAQ INDEXを用いておりましたが、2022年４月４日の東京証券取

引所の市場再編に伴い廃止されました。このため第51期から比較指標を、継続して比較することが可能な配

当込みTOPIXに変更しております。

６．第54期の１株当たり配当額100.0円のうち、期末配当額60.0円については、2026年６月19日開催予定の定時

株主総会の決議事項となっております。
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1972年６月 東京都大田区に設立

粉末冶金用金型、ファインブランキング用金型の生産開始

1974年10月 千葉県鎌ヶ谷市初富1093番地に本社移転

1980年６月 千葉県松戸市松飛台286番地の23に本社移転

1984年７月 光ディスク金型（ＭＯ）の生産開始

1987年10月 世界初の量産用光コネクタ球面研磨機SFP-500の販売開始

1990年５月 世界初の極低反射光コネクタ（ＡＰＣ）付コードの販売開始

1992年６月 千葉県松戸市松飛台296番地の１に第２工場新設

1993年５月 ＤＶＤ用光ディスク金型の生産開始

1995年12月 光製品事業部がISO9001認証取得

1997年５月 ＡＰＣ研磨用ステップフェルールがＩＥＣ規格に採用される

2000年７月 社団法人日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

2000年９月 米国ジョージア州にSEIKOH GIKEN USA, INC.（現連結子会社）を設立

2001年３月 中華人民共和国浙江省杭州市に杭州精工技研有限公司（現連結子会社）を設立

３月 千葉県松戸市松飛台415番地の２に第４工場新設

10月 千葉県松戸市松飛台296番地の１に第３工場新設

11月 住友重機械工業株式会社の海外子会社の有する光ディスク金型の部品販売及びメンテナンスに関する

営業を譲り受ける

12月 中華民国新竹市に台湾支店（日商精工開發（股）台湾分公司）を設立

2002年５月 ドイツ連邦共和国デュッセルドルフ市にSEIKOH GIKEN EUROPE GmbH（現連結子会社）を設立

2004年２月 本店所在地を千葉県松戸市松飛台296番地の１に変更

12月 日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年２月 環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証取得

９月 セイコーインスツル株式会社及び同社の海外子会社から日本・ドイツ・米国・シンガポールの光事業

に関する営業を譲り受ける

2006年１月 セイコーインスツル株式会社から大連精工技研有限公司を譲り受け、連結子会社に加える

安全性と防塵性に優れた光コネクタ「シャッター付きＳＣコネクタ」を開発

６月 中華人民共和国香港特別行政区に香港精工技研有限公司（現連結子会社）を設立

ＮＥＣトーキン株式会社の有する光デバイス事業に関する営業を譲り受ける

2007年３月 精密金型において、品質マネジメントシステムの国際規格ISO9001を認証取得

７月 カメラ付き携帯電話向けの高耐熱レンズ「ＭＳＧレンズ」の量産技術を開発

８月 SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH本社をヘッセン州フランクフルト市に移転

11月 現場において光ファイバと融着接続することにより敷設作業の効率化を図ることができる光コネクタ

「ＳＯＣ（Splice on Connector）」を開発

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

９月 香港精工技研有限公司を休眠化

2011年３月 第１工場（千葉県松戸市）を売却

2012年８月 フランスの光部品端面形状測定器メーカー、DATA PIXEL SAS社の株式の49％を取得し、持分法適用関

連会社とする

2013年５月 不二電子工業株式会社（静岡県静岡市）の株式の99.7％を取得し、同社を連結子会社に加える

７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上

場

12月 不二電子工業株式会社の株式の0.3％を追加取得し、同社を完全子会社化する

2016年３月 不二電子工業株式会社が北海道千歳市に新工場を建設

2017年４月 持分法適用関連会社であったDATA PIXEL SAS社の株式の48％を追加取得し、同社を連結子会社化する

2018年７月 杭州精工技研有限公司が、中国企業との共同出資により、浙江精工光電科技有限公司を設立

2019年７月 国立大学法人三重大学と国立研究開発法人産業技術総合研究所と共同で、第５世代移動通信システム

（５Ｇ）の基地局アンテナが発信する電波を高精度で計測する「光電界センサー」を開発

2020年10月 狭小な空間での効率的な接続を可能とする光コネクタ「Intelli-Cross PRO」の販売開始

２【沿革】
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2021年11月 ＲｏＦ（Radio over Fiber）技術の活用により、ＧＰＳ信号の光延伸を実現する「ＧＮＳＳ光伝送ユ

ニット」を開発

12月 精密金型技術の転用により、表面に微細な流路を施した樹脂製の「医療用マイクロ流路デバイス」の

量産を開始

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しに伴い、東京証券取引所スタンダード市場に区分変更

12月 台湾支店（日商精工開發（股）台湾分公司）を閉鎖

2023年１月 ７Ｇａａ株式会社とローカル５Ｇ関連ビジネスで業務提携

２月 株式会社東海理化と共同で小型部品向け型内塗装技術を開発

３月 タイ王国にSEIKOH GIKEN (THAILAND) Co., Ltd.を設立

４月 第４工場の名称を第３工場に変更

６月 不二電子工業株式会社がインドの自動車部品メーカーRADIANT POLYMERS Private Limitedに資本出資

2024年10月 株式会社エムジー（宮城県宮城郡利府町）の株式を100％取得し、同社を連結子会社に加える

12月 杭州精工技研有限公司が中国企業との共同出資により、精工訊捷光電（杭州）有限公司を設立

12月 杭州精工技研有限公司が中国企業の蘇州安准智能装備有限公司を持分法適用関連会社に加える

2025年９月 住友重機械工業株式会社と共同で環境配慮型加飾技術「SSIMC」型内塗装システムを開発

2026年１月 精工訊捷光電（杭州）有限公司が、中国河南省に精工訊捷光電（鶴壁）有限公司を設立

４月 香港精工技研有限公司を清算
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区分 主要製品 機能 企業集団を構成する各社

精機関連

各種精密金型

精密金属部品

精密成形品

等

（開発、製造） 当社

（販売）

当社

SEIKOH GIKEN USA,INC.（米国）

SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH（ドイツ）

自動車用部品

電子部品

事務用部品

等

（開発、製造、販売）
不二電子工業株式会社（静岡県静岡市）

株式会社エムジー（宮城県宮城郡）

光製品関連

光コネクタ

光コネクタ付コード

光減衰器

フェルール

光コネクタ研磨機

等

（開発、製造）

当社

杭州精工技研有限公司（中国）

大連精工技研有限公司（中国）

精工訊捷光電（杭州）有限公司（中国）

精工訊捷光電（鶴壁）有限公司（中国）

SEIKOH GIKEN (THAILAND) Co.,Ltd.

（販売）

当社

SEIKOH GIKEN USA,INC.（米国）

SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH（ドイツ）

杭州精工技研有限公司（中国）

大連精工技研有限公司（中国）

浙江精工光電科技有限公司（中国）

精工訊捷光電（杭州）有限公司（中国）

精工訊捷光電（鶴壁）有限公司（中国）

SEIKOH GIKEN (THAILAND) Co.,Ltd.

光部品形状測定装置

光部品検査装置

等

（開発、製造） DATA PIXEL SAS（フランス）

（販売）

当社

杭州精工技研有限公司（中国）

DATA PIXEL SAS（フランス）

無給電光伝送装置

光電界センサー

高耐熱レンズ

製造自動化装置

等

（開発、製造、販売）
当社

蘇州安准智能装備有限公司（中国）

３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当連結会計年度末現在、当社（株式会社精工技研）、連結子会社11

社（SEIKOH GIKEN USA,INC.、SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH、杭州精工技研有限公司、大連精工技研有限公司、香港精

工技研有限公司、不二電子工業株式会社、DATA PIXEL SAS、SEIKOH GIKEN (THAILAND) Co., Ltd.、株式会社エムジ

ー、精工訊捷光電（杭州）有限公司、精工訊捷光電（鶴壁）有限公司）と２社の持分法適用関連会社（浙江精工光電

科技有限公司、蘇州安准智能装備有限公司）の計14社により構成されておりました。連結子会社のうち香港精工技研

有限公司につきましては2010年９月に営業を停止した後、休眠化しておりましたが、2026年４月に清算が結了してお

り、本報告書提出日現在は存在しておりません。

　主たる業務は、自動車用部品や電子部品、事務用部品等の精密成形品や各種精密金型、精密金属部品等の製造及び

販売を行なう精機関連、光通信用設備に用いる光部品や光部品製造機器、光部品形状測定装置、無給電光伝送装置、

光電界センサ―、高耐熱レンズ、製造自動化装置等の製造及び販売を行なう光製品関連の二つのセグメントで区分し

ており、これらは「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げる区分と同一で

あります。

　各セグメントの主要製品と企業集団を構成する各社の位置付けは次のとおりであります。

- 5 -



　当社グループの企業集団を事業系統図によって示すと次のとおりとなります。
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

SEIKOH GIKEN USA, INC.

（注）１、２

米国ジョージア州

ノークロス市

(千米ドル)

3,440

光部品、光部品

製造機器の販売

並びに精密成形

品、光ディスク

用金型部品の販

売及びメンテナ

ンス

100.0

役員の兼任２名。北米や

南米市場に向けて当社グ

ループ製品を販売してお

ります。

SEIKOH GIKEN EUROPE 

GmbH

ドイツ連邦共和国

ヘッセン州

フランクフルト市

(千ユーロ)

1,900

光部品、光部品

製造機器の販売

並びに光ディス

ク用金型部品の

販売及びメンテ

ナンス

100.0

役員の兼任１名。主に欧

州市場に向けて当社グル

ープ製品を販売しており

ます。

杭州精工技研有限公司

（注）１、２

中華人民共和国

浙江省杭州市

(千円)

810,000

光部品の製造及

び販売並びに光

部品製造機器の

販売

100.0

役員の兼任３名。光通信

用部品を製造し、主に中

国や欧州市場及び当社グ

ループ内に対して販売を

しております。

大連精工技研有限公司

（注）１

中華人民共和国

遼寧省大連市

(千米ドル)

8,737
光部品の製造 100.0

役員の兼任２名。光通信

用部品を製造し、主に中

国国内及び当社グループ

内に対して販売をしてお

ります。また、当社は同

社に対して資金貸付をし

ております。

不二電子工業株式会社

（注）２

日本

静岡県静岡市

(千円)

675,000

自動車用部品、

電子部品等の製

造及び販売

100.0

役員の兼任３名。当社は

同社に対して金型や製造

設備を販売しておりま

す。また、当社は同社に

対して資金貸付をしてお

ります。

DATA PIXEL SAS

（注）２

フランス

アヌシー市

(千ユーロ)

151

光部品端面形状

測定器、端面検

査装置等の開

発、製造、販売

97.0

役員の兼任なし。当社及

び杭州精工技研有限公司

が、日本や中国等のアジ

ア市場に向けて同社製品

を販売しております。

その他５社

４【関係会社の状況】
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（持分法適用関連会社）

浙江精工光電科技有限公司
中華人民共和国

浙江省杭州市

(千元)

1,000
光部品の販売 20.0

役員の兼任２名。主に中

国国内市場に向けて光通

信用部品を販売しており

ます。

蘇州安准智能装備有限公司
中華人民共和国

江蘇省蘇州市

(千元)

615

自動化設備の

販売
27.8

役員の兼任なし。主に中

国国内市場に向けて自動

化設備を販売しておりま

す。

（単位：千円）

会社名 売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

SEIKOH GIKEN USA, INC. 4,904,384 579,652 455,877 1,036,261 2,672,064

杭州精工技研有限公司 6,756,321 705,261 611,675 3,209,487 4,736,271

不二電子工業株式会社 7,635,176 558,043 390,500 3,494,876 7,338,869

DATA PIXEL SAS 5,956,688 2,290,589 2,057,583 3,323,917 4,548,330

　（注）１．特定子会社に該当しております。

２．SEIKOH GIKEN USA, INC.、杭州精工技研有限公司、不二電子工業株式会社、DATA PIXEL SASは、売上高（連

結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

　当社グループは、「精密加工」「精密成形」「光学技術」を技術的な基盤とし、「情報通信」「自動車」「医療・

バイオ」といった成長市場に向けて、社会の維持継続・進歩発展に貢献する商品を供給しております。これらの市場

は総じて変化のスピードが速く、世界の競合企業との競争環境は年々厳しさを増しております。併せて、米中間を中

心とする貿易摩擦、東欧や中東地域の紛争、資源価格や材料価格の高騰、各国の金利政策やこれに伴う為替の変動

等、当社グループを取り巻く事業環境は日々刻々と変化しています。

　そうした中で当社グループは、環境の変化を自らの成長の機会に転換し、いかなる事業環境下でも企業価値を向上

させることのできる強固な経営基盤を確立するべく、中期経営計画『マスタープラン2022』を遂行中です。『マスタ

ープラン2022』は2022年度から2026年度までの５ヶ年にわたる経営計画で、長期的に当社グループが目指す企業像を

次のとおり定め、社会課題解決への貢献を通して存在感のある企業グループとなるべく努めてまいります。

■目指す企業像

「社会に必要とされる企業」　～社会の維持継続／進歩発展に貢献する～

　中期経営計画『マスタープラン2022』では、当社グループが長期的に目指す企業像を実現するために対処すべき課

題として次の４点を認識しております。

(1）顧客接点の活性化

　当社グループが事業を営む情報通信、エレクトロニクス関連市場は5Gの商用化やAI、IoTの活用によるDX（デジ

タルトランスフォーメーション）の進展に伴い、今後も中長期的に市場の成長が続くと見込まれております。ま

た、自動車関連市場も、CASE（Connected、Autonomous、Shared、Electric）と呼ばれる大きな転換期を迎え、成

熟しながらも進化が続く見通しであります。こうした市場の変化は当社グループにとって成長の機会である一方、

変化のスピードに遅れを取れば、世界の競合企業にシェアを奪われることとなります。

　市場環境の変化を迅速に読み取り、他社に先駆けて的確な対応策を実行していくためには、顧客との濃密で質の

高いコミュニケーションを通して、市場に求められるニーズと当社グループが有する技術や製品との接点を把握す

ることが重要です。当連結会計年度においては、国内外の展示会に年間13回出展し、世界の顧客に向けて当社グル

ープの技術や製品を紹介すると共に、市場の最新情報を直接入手する機会を得ることができました。顧客との接点

を担う営業員には、社内の営業会議や社員研修等により最新の情報とスキルをインプットし、個の能力と顧客に提

供するサービスの質を高めていく考えです。

　さらに、市場での認知度を高めるため、新聞や雑誌等へのプレスリリース、ホームページ等のメディアを通して

当社グループの技術や製品を積極的に広報するほか、商社や販売代理店とも連携を強化してまいります。並行して

新製品、新技術の開発からリリースまでの時間を短縮し、技術、品質、性能の各面で顧客の期待を超えるサービス

を提供していく方針であります。

　当連結会計年度は、連結売上高のうち、取引金額の上位10社で約61％を占めることとなりました。こうした重要

顧客との取引シェアをさらに拡大していくためには、顧客の経営課題や技術課題を共有し、その解決に向けてとも

に取り組んでいくことが必要です。当社グループがビジョンに掲げる「ベストパートナー」となるべく、既存顧客

との関係性を一層深めてまいりたいと考えております。

(2）新製品・新技術開発の加速

　当社グループは、創業以来培ってきた精密加工、精密成形、光学技術のコアテクノロジーを活用して、情報通

信、自動車、医療・バイオ等の成長市場に向けて商品やサービスを提供しています。中期経営計画『マスタープラ

ン2022』の中では、2026年度末の連結売上高に占める新製品比率を30％以上とする計画を定め、新製品・新技術の

開発に取り組んでおります。

　当社グループは、提供する商品やサービスは、顧客の成長を支援し、社会の維持継続や進歩発展に貢献するもの

でなければならないと考えています。当社が株式会社東海理化様と共同で開発した「型内塗装技術」は、塗装工程

を金型内で行うことにより成形品の生産効率を向上し、生産過程で排出する温室効果ガスを約60％削減することが

できる画期的な技術です。現在は住友重機械工業株式会社様と共同で、環境にやさしい型内塗装システム

「SSIMC」として販売活動をスタートしました。また、より高速で電力消費の少ない次世代の通信技術「光電融

合」の実用化に向けて、CPO（Co-Packaged Optics）関連の技術開発にも取り組んでおります。こうした新製品・

新技術開発を担う技術員は、社会の維持継続や進歩発展に寄与する製品開発を行うために、常に技術力を研鑽する

とともに、顧客とのコミュニケーションを通して市場の情報を捉え、その製品開発が社会に役立つ姿を検証してい

ます。
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　市場にリリースする商品やサービスが社会に大きく貢献するためには、タイミングが極めて重要です。ニーズが

成熟し、市場に他社の類似製品が出た後でリリースすることになれば、社会への貢献は限定的な範囲に留まること

となってしまいます。そのため当社グループは、新製品や新技術の各開発案件のターゲットとなる市場や顧客、想

定される業績インパクト等、各開発案件の目的とその進捗状況をグループ内で共有しております。開発担当者の意

識向上を促しながら、社会に必要とされる最適なタイミングで市場にリリースできるよう、新製品や新技術の開発

マネジメントの強化に取り組んでおります。

　また当社は、2025年度末時点で国内外に172件の特許を保有しています。特許は他社との差別化を図り、技術的

な優位性を担保するうえで重要なツールです。一方、技術内容によっては特許として公開せず、社内にノウハウと

して留めておく方が効果的な場合もあります。当社は、2026年度末時点の特許登録件数を2021年度末から30％以上

増加させることを目指し、ノウハウとして秘匿する技術情報を戦略的に判断しながら、競合する企業に対して技術

的な優位性を確立していく考えです。

(3）ものづくり力の強化

　当社グループは、これまで、自動車向けの部品や金型、光コネクタ研磨機等は主に日本で生産し、光コネクタは

主に中国で生産しておりました。近年、資源価格や材料価格、人件費の高騰が続いており、製造原価の低減が重要

な経営課題となっています。

　当社グループでは、十分な収益を確保しながら競争力のある売価を設定できるよう、生産工程の機械化による生

産効率の向上に取り組んでいます。当社は、国内子会社の不二電子工業株式会社との共同プロジェクトを2018年に

立ち上げ、車載用成形品のバリ取り工程や検査工程の自動機を当社が開発し、不二電子工業に供給してまいりまし

た。今後はAIの活用やIoTの導入も視野に、さらなる生産効率の向上を図っていく計画です。さらに、データセン

ター向けの光コネクタ「Intelli-Cross Pro」の組立から検査、梱包までを一貫して行う自動組立装置も社内で開

発しました。この自動組立装置を用いて日本での量産を開始しており、生産効率の向上と供給体制の多様化を進め

ています。2023年にタイ王国に設立した子会社SEIKOH GIKEN (THAILAND) Co., Ltd.においても顧客による工場監

査に合格し、光コネクタの量産を開始しました。2026年1月には中国河南省鶴壁市に、光デバイスの部品を製造す

る新会社、精工訊捷光電（鶴壁）有限公司を設立しました。BCPの観点からも、コスト競争力のある高品質な製品

を、複数の生産拠点から供給できる体制の構築に取り組んでおります。

　当連結会計年度には、当社グループの光コネクタ研磨機に対する需要が急増し、受注から出荷までのリードタイ

ムが通常の2倍から3倍程度に延びる事態が生じました。当社では、複数の事業部門間の需給状況の変化に応じて柔

軟な人員体制を組めるよう、従来から製造部門を事業部門から切り離し、独立した組織としております。当連結会

計年度においても、社内人員を光コネクタ研磨機の生産ラインに振り向け、工数の拡大を図りました。部材の調達

先にも生産数量の増加協力を依頼したほか、新たな調達先も開拓した結果、光コネクタ研磨機の生産キャパシティ

を1年間で約3倍に拡大することができました。今後も「品質（Quality）」、「コスト（Cost）」、「納期

（Delivery）」の最適なバランスを実現することで顧客から最も頼られる存在となれるよう、引き続き取り組んで

まいります。

(4）経営基盤の強化

　永続的な企業価値の成長を実現し、真に社会に必要とされる企業となるためには、環境（Environmental）、社

会（Social）、企業統治（Governance）の各側面のサステナビリティ活動を通して経営基盤を強化することが重要

と考えています。中期経営計画『マスタープラン2022』では、当社グループ全体のサステナビリティ活動を統括す

る組織として、社長直轄の「サステナビリティ推進室」を設置しております。

　環境面においては、『マスタープラン2022』の最終年度となる2026年度に、自社排出量を2020年度比17％削減す

ることを目指し、温室効果ガスの排出削減に取り組んでおります。当連結会計年度においては、電力効率が高い製

造設備への切り替えを実施したほか、引き続き社内の空調設備やLED照明の更新を行いました。当社が本社を構え

る千葉県松戸市からは、脱炭素に向けた取り組みを率先して行っている事業者として、「まつどSDGsキャラバンメ

ンバーシップ制度」に認定・登録されております。

- 10 -



　社会面においては、多様な人材が健康に活き活きと働ける環境づくりを目指して、2022年10月に「健康企業宣

言」を行いました。当連結会計年度は、ウォーキングイベントや尿によるがん検査を実施したほか、社員の健康増

進と社内コミュニケーションの活性化を目的とした当社オリジナルの「ポイント制度」の運用を推進しました。

2024年9月には、厚生労働省より子育てサポート企業として認定を受け、「くるみん認定」を取得しました。本年3

月には、前年に引き続き、経済産業省と日本健康会議が顕彰する「健康経営優良法人認定制度」において「健康経

営優良法人2026（中小規模法人部門）」に認定されました。連結子会社の株式会社エムジーも、2025年9月に「職

場健康づくり宣言」が全国健康保険協会宮城支部に認定されております。

　企業統治面においては、2016年に監査等委員会設置会社へと移行しました。当連結会計年度末現在、９名の取締

役のうち４名の独立社外役員を選任しており、取締役会の監視機能の強化を図っております。また、当社グループ

の中長期的な業績や株式価値と、取締役報酬との連動性を明確にする目的で、2016年に取締役に対して業績連動型

株式報酬制度を導入しております。昨年6月に開催された第53回定時株主総会では、新たに女性の社外取締役が選

任され、経営体制の多様化が進むこととなりました。

　当社グループは、中長期的な経営課題の解消に向け、明確化した方針と施策を着実に遂行することにより、成長

の土台となる経営基盤を一層強化し、より幅広い産業領域において永続的に社会の発展に貢献する企業グループと

なるべく、引き続き努力してまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理

　当社グループは、2022年５月13日開催の取締役会において、次のとおり「サステナビリティ基本方針」を定めま

した。

　『当社グループは、「すぐれた技術と独創性で質の高い商品を供給し、社会の進歩発展に貢献して、会社の成長

と社員の幸福を追求する」という経営理念の具現化に向けた事業活動を通じてサステナブルな社会の実現に貢献し

ます。』

　この基本方針に基づき、2022年度から取り組んでいる中期経営計画「マスタープラン2022」の中では、長期的に

目指す企業像として「社会に必要とされる企業」を掲げ、社会の維持継続・進歩発展に貢献することを通して「経

済価値の最大化」と「社会価値の最適化」を図ることを定めております。持続可能な社会の実現を目指す世界目標

「ＳＤＧｓ」の達成に向けた事業活動は、リスクの減少のみならず当社グループの収益機会にもつながる重要な経

営課題であります。当社グループは、より幅広い領域で社会課題の解決に貢献する企業グループとなるべく、2022

年５月21日付で、社長直轄の「サステナビリティ推進室」を設置しました。同推進室は取締役管理部長が室長を務

め、次の役割を担います。

①　サステナビリティ関連目標、推進施策の企画・推進

②　温室効果ガス排出削減に関する施策の推進状況のチェック

③　ＤＸ・ＩＴ化に関する施策の推進状況のチェック

④　安全衛生に関する施策の推進状況のチェック

⑤　サステナビリティに関する社内啓蒙施策の企画・推進

⑥　委員会の重要な活動に関する取締役会への報告・議案付議

⑦　その他のサステナビリティ活動の推進

　推進室長は、当社グループにとってリスクや機会となり得る重要なサステナビリティ課題に対応するための施策

の推進状況を監督し、適宜取締役会へ報告しております。

(2）サステナビリティ戦略と指標及び目標

　当社グループは、中期経営計画マスタープラン2022において、社会価値の最適化を図るためのサステナビリティ

戦略を次のとおり定め、2027年３月期までの達成に向けて取り組んでおります。

①　事業活動（商品・サービス）を通じた戦略と指標及び目標

(a）社会の進歩発展への貢献

　当社グループは、「情報通信」「自動車」「医療・バイオ」といった成長市場に向けて商品やサービスを提

供しております。より快適なインターネット環境の構築に欠かせない大容量高速通信対応の光通信用部品や、

電気自動車の普及や自動運転の進化を促す車載用部品、人々の健康な暮らしを支える医療・バイオデバイス

等、時代が求める新しい商品やサービスをタイムリーに市場に供給し、社会の進歩発展を支えます。

　2027年３月期には、連結売上高に占める新製品比率を30％とする計画です。

(b）社会の維持継続への貢献

　当社グループは、「精密金型」「精密成形」「光学技術」の３つの技術をベースに事業を展開する中で、例

えば樹脂の使用量を削減する金型設計や、リサイクル樹脂を活用した廃棄物削減等、環境に配慮した事業活動

を推進しております。2023年２月には生産効率の向上と温室効果ガスの大幅な削減を同時に実現する「型内塗

装技術」を開発しました。今後も環境に配慮した事業活動を通して、社会の維持継続に貢献してまいります。
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②　企業活動（制度・取り組み）を通じた戦略と指標及び目標

(a）カーボンニュートラルへの貢献

　2050年のカーボンニュートラルの達成に向けて、次の取り組みを通して温室効果ガスの削減を推進し、2027

年３月期の温室効果ガス自社排出量を2021年３月期比で17％削減します。

・省エネルギー・紙削減等の活動推進

・環境負荷の少ない製品・サービスの優先購入

・経年設備の省電力設備への更新

・自家発電、蓄電設備の活用検討

・再生可能エネルギーの活用検討

　2026年３月期の当社グループの温室効果ガス自社排出量は8,217tCO2となり、2021年３月期の9,190tCO2から

10.6％削減しています。2027年３月期もさらなる削減を目指して活動を推進してまいります。

(b）ＤＸ・ＩＴ化

　ＡＩやクラウド、デジタルツールの活用を積極的に推進し、省資源化と生産性の向上を図ると共に、有事の

際にも事業の継続を可能とする強固な経営基盤を構築します。

・生産管理システム、財務会計システム等のクラウド化推進

・電子帳簿保存法への対応

・ワークフロー導入による電子決裁化の推進

・製造工程の自動化推進

・グループのセキュリティ強化

　2026年３月期は、近年、企業を対象としたサイバー攻撃が多発していることから、社内のWiFi環境をよりセ

キュアなものに強化したほか、社内に設置していたメールサーバーをクラウドメールへと移行し、最新の脅威

情報を基にした防御態勢を確保しました。さらに、グループ内で訓練メールの配信やセキュリティ教育を実施

し、従業員一人ひとりのリスク認識を高めました。

(c）人材の多様性の確保を含む人材育成の方針

　長期に渡り持続的に企業価値を向上させていくためには、その基盤となる人材の確保と育成が重要な課題と

認識しております。当社グループは以下の施策を通じてダイバーシティとグローバル化を推進し、多様な人材

が活き活きと働くことのできる環境整備を行う方針です。

・定年、再雇用制度の見直し

・出産育児支援制度の見直し

・女性総合職の採用強化

・グローバル人材の採用育成

・健康経営の推進

・評価／報酬／教育・育成／異動等の人事制度見直し

　2026年３月期はこの方針に基づき、子育て支援制度の拡充を行いました。また、ウォーキングイベントの開

催や独自のポイント制度の運用、がん検査の補助等をとおして、健康経営の推進に取り組みました。

　また、次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法に基づき、以下の目標を掲げて具体的な施策を遂行して

おります。

・若年層の女性社員を対象として、出産後も働き続けるキャリアイメージの形成を支援するための研修を対象

者１人につき１回以上実施する

・年次有給休暇の取得率を毎年75％以上とする

　2026年３月期は、子育て支援制度の拡充とともに子育てパンフレットを改定し、従業員への周知を図りまし

た。2026年３月期の年次有給休暇の取得率は73.2％となっております。
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）経済状態の変化

　当社グループの商品やサービスに対する需要は、商品やサービスを提供している国又は地域の経済状況の影響を

受けます。このため、日本をはじめ、当社グループの主要な市場であるアジアや欧米の国や地域の経済環境に著し

い変動があれば、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(2）為替レートの変動

　当社グループは海外に連結子会社を有し、海外各国に対して輸出を行っています。一般的に他の通貨に対する円

高は当社グループの業績に悪い影響を及ぼし、円安は良い影響をもたらします。また、当社グループは、中国に生

産拠点としての連結子会社を有しており、中国の通貨である元の通貨価値が上昇した場合は生産コストを押し上げ

ることとなり、当社グループの競争力の低下をもたらす可能性があります。

(3）新製品開発

　当社グループは、自動車や電子機器、光通信、医療・バイオ等、関連市場の将来的なニーズを先取りし、革新的

な製品・技術を継続的に開発していくことが、企業グループとしての成長・存続を可能にする要件であると認識し

ております。しかしながら、市場の変化は早く、新製品の開発と市場投入プロセスは、その性質から複雑かつ不確

実性の高いものであります。当社グループが市場ニーズの変化を十分に予想できず、魅力ある新製品を開発できな

い場合又は当社製品が陳腐化するような技術革新が生じた場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及

ぼす可能性があります。

(4）価格競争

　当社グループが提供している商品やサービスは、自動車用部品や電子部品、機械装置、成形品等のメーカーや光

通信関連業界に属する企業等を対象としております。これらの業界においては、競合メーカーの参入によって価格

競争が大変厳しくなっており、当社グループに対しても価格の引き下げ圧力が存在します。当社グループは、常に

コストダウンの努力を続けておりますが、商品やサービスに対する価格下落がより著しくなり、当社が価格優位性

を保てなくなった場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(5）調達活動

　当社グループは、原材料を複数のサプライヤーから調達することにより、生産に必要な原材料を安定的に確保す

るよう努めておりますが、一部の限られたサプライヤーに依存する原材料も存在しております。そうしたサプライ

ヤーが、自然災害や感染症の拡大、事故、倒産等により原材料の供給を中断する事態が生じたり、需要の急増によ

り供給が滞る事態が生じた場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(6）国際的活動

　当社グループは、日本をはじめ米国、ドイツ、フランス、中国及びタイに拠点を有し、グローバルな生産、営業

活動を展開しております。これらの国や地域において、以下に掲げるようなリスクが発生した場合、当社グループ

の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

・不利な政治又は経済要因（輸出入規制等）

・予期しない制度、法律又は規制の変更

・移転価格税制等の国際税務リスク

・インフラの未整備による停電や水害等により生産活動等に障害が発生する又はこのために当社グループの製品や

サービスに対する顧客の支持を低下させるリスク

・ストライキ等の労働争議

・人材採用と確保の難しさ

・テロ、戦争、感染症、その他の要因による社会的混乱

- 14 -



(7）特定の取引先への依存

　当社グループは、車載用のインサート成形品を製造し、その多くを株式会社デンソーに販売しております。当連

結会計年度の連結売上高に占める同社向けの売上高比率は17.7％となっております。同社に対する売上依存度が高

いことから、同社の経営状況の変化や事業方針の変更、当社グループとの関係性に変化が生じた場合などには、当

社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(8）人材の確保・育成

　当社グループは、継続的に企業価値を向上させていくために、技術力やマネジメント能力等に優れた人材の確

保、育成が不可欠であります。一方、優秀な人材を獲得するための競争は非常に厳しく、当社グループが必要とす

る人材を、必ずしも継続的に確保できるとは限りません。また、人材の育成には十分な投資を行い、社員教育に注

力しておりますが、雇用環境の変化に伴って人材の流動化が顕著になっており、鍵となる人材が社外に流出してし

まうことも考えられます。長期的な視点から、優秀な人材の確保や育成が計画どおりに進まなかった場合には、当

社グループの業績及び財政状況に大きな影響を及ぼす可能性があります。

(9）知的財産保護の限界

　当社グループは、事業戦略的に重要な技術に関して、特許や意匠登録などの知的財産権を積極的に取得し、権利

の保護を図っております。これら知的財産権の保護には最善の努力をしておりますが、世界の特定の地域において

は、このような法的保護が困難な場合や限定的にしか保護されない場合があります。この結果、当社グループの技

術を模倣した製品が第三者によって製造されることを防止できない可能性があります。

(10）製品の欠陥

　当社グループは、製品の品質維持に最大限の努力を傾けておりますが、販売した製品に欠陥が発生した場合に

は、顧客に対する賠償やクレーム対応による費用等により、当社グループの業績や財務状況に悪影響が及ぶ可能性

があります。

(11）他社との提携の成否

　継続的に企業価値を向上していくためには、当社グループが創業以来培ったコア技術を更に研鑽することに加

え、新たな技術を獲得していくことが必要であります。このため、当社グループは、常に次世代を見据えた製品の

開発に注力する一方、Ｍ＆Ａ案件の模索や、当社グループにない技術を保有する企業との技術提携等、他社とのア

ライアンスに積極的に取り組んでおります。しかし、魅力的な技術を保有する他社との間にシナジーを生み出す提

携を実現するためには、多額の投資が必要になる場合があるほか、知的財産権や人的な問題等が発生し、計画どお

りに進捗しない場合があります。効果的な他社との提携が長期にわたって計画どおりに成立しなかった場合には当

社グループの技術革新の停滞を招き、企業競争力を低下させる可能性があります。

(12）減損会計

　市況や事業環境が著しく悪化した場合には、保有している資産の市場価格の下落や、資産から生み出される事業

収益力が低下することが考えられます。これにより、保有している固定資産の減損を認識せざるを得なくなり、当

社グループの業績や財務状態に影響を及ぼす可能性があります。

(13）自然災害

　当社グループの本社工場は千葉県松戸市内にあり、大規模な地震にも対応できるよう免震構造の設備となってお

ります。子会社の不二電子工業株式会社は、静岡県静岡市と藤枝市、北海道千歳市に、子会社の株式会社エムジー

は、宮城県宮城郡利府町と山形県東置賜郡川西町に、それぞれ生産拠点を保有しております。設備の耐震化や生産

地の分散化を図っておりますが、局地的に多大な被害をもたらす大規模地震が発生した場合、震災の影響を完全に

防止又は軽減できる保証はありません。また、当社グループは、米国、ドイツ、フランス、中国、タイ等の世界各

国において事業活動を展開しております。これらの地域を含め、地震、台風等の自然災害により長期にわたって事

業活動の中断をするような場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(14）感染症の拡大

　2020年年初から新型コロナウイルスの感染が拡大し、世界各国で外出や移動の規制、事業活動の停止等の措置が

採られました。現在では新型コロナウイルスの影響は軽減され、社会経済活動は正常な状態に戻っていますが、今

後も、新型コロナウイルスや新たな感染症が大規模に拡大し、当社グループ各社や顧客の事業活動が停滞する事態

が生じる場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」とい

う。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は

次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1）経営成績

　当連結会計年度の世界経済は、地政学的緊張の継続や各国の金融政策の影響を受けつつも、地域ごとにばらつき

のある成長となりました。米国では、生成AI関連投資やハイテク分野の拡大が企業収益を下支えし、雇用や個人消

費も底堅く推移しました。一方で、インフレは緩やかに鈍化し、金融政策は段階的な利下げへと移行しました。欧

州では、エネルギー価格の安定化が進んだものの、製造業の回復は限定的であり、依然として成長は低水準に留ま

りました。消費は緩やかな改善傾向にあるものの、金融引き締めの影響が残存しています。中国は、政府の景気刺

激策により一部で持ち直しの動きが見られたものの、不動産市場の調整や内需の弱さが引き続き課題となりまし

た。輸出は一定の回復を見せましたが、構造転換には時間を要しています。我が国においては、賃上げの進展や訪

日客の増加を背景に経済活動は緩やかに回復しましたが、物価上昇の影響により個人消費は力強さを欠く状況が続

きました。今後については、各国の政策動向や国際情勢の変化に伴う不確実性が引き続き懸念されています。

　当社グループが関わる情報通信関連やエレクトロニクス関連市場においては、生成AIの社会実装が一段と進展

し、米国の大手IT企業を中心に高度なAIサービスの商用化が拡大しました。一方で、中国企業も低コストかつ高性

能なモデルの開発を進め、価格競争と技術革新が同時に進行しました。また、データセンター需要の急拡大に伴う

電力消費の増加が引き続き課題となる中、省電力化を実現する半導体や冷却技術、光電融合分野の技術開発が進展

しました。自動車関連市場においては、前年の生産停滞からの反動もあり、日系自動車メーカーは緩やかな回復に

留まりました。電動化の流れはさらに加速し、欧米および中国メーカーによる競争が激化しました。特に中国メー

カーは価格競争力を背景に新興国市場での存在感を高める一方、各国での規制や関税政策の影響も顕在化しまし

た。全体として、市場環境は技術革新と地政学的要因が複雑に交錯する状況が続いています。

　こうした中で当社グループは、2022年度から取り組み始めた５ヶ年の中期経営計画『マスタープラン2022』に基

づき、「顧客接点の活性化」、「新製品・新技術開発の加速」、「ものづくり力の強化」、「経営基盤の強化」の

各施策の遂行に努めました。

　「顧客接点の活性化」に向けては、各種の成形品や金型、精密金属加工部品等を主力製品とする精機事業、光通

信部品とその関連機器、光伝送装置や光電界センサー、レンズ等を主力製品とする光製品事業の両セグメントにお

いて、国内外の展示会への出展やホームページの活用、商社や販売代理店との連携等を通じて新しい顧客と出会う

機会を数多く作り、商談数を増やすことに注力しました。

　「新製品・新技術開発の加速」に向けては、より幅広い領域で社会の進歩発展に貢献できる企業グループとなる

べく、引き続き技術力の研鑽に取り組みました。精機事業では、住友重機械工業株式会社様と共同で開発した型内

塗装技術「SSIMC」のシステム販売に向けて、引き続き技術課題の解消に努めました。光製品事業においては、デ

ータセンターなどでの超高速・高帯域幅の並列光伝送に用いる多心光コネクタ等の開発を進めました。

　「ものづくり力の強化」に向けては、顧客が求める品質と納期を満たす製品を安定的に供給できるよう、自動化

を含めた生産体制の強化や仕入先、外注先との関係強化に努めました。また、タイに設立したSEIKOH GIKEN 

(THAILAND)において光通信用部品の量産を開始したほか、中国河南省にも新たなグループ会社を設立し、高速・大

容量データ通信に対応する次世代光通信デバイスの生産能力の増強を図りました。

　「経営基盤の強化」に向けては、ウォーキングイベントの開催や独自のポイント制度の導入等により健康経営の

推進に取り組んだほか、引き続き温室効果ガスの排出削減やペーパーレス化等、環境維持に向けた活動に取り組み

ました。併せて、グループ内で訓練メールの配信やセキュリティ教育を実施し、従業員一人ひとりのリスク認識を

高めました。これによりサイバー攻撃への対応力が向上し、グループ全体として情報セキュリティ体制の強化を図

ることができました。

　こうした諸施策を実施した結果、当連結会計年度の売上高は30,087,881千円（前連結会計年度比50.6％増）とな

りました。損益面では、2024年10月に連結子会社化した株式会社エムジーが通年で損益寄与したことや、比較的付

加価値の高い製品の売上が増加したことにより原価率が大幅に改善し、営業利益は7,733,176千円（前連結会計年

度比174.5％増）となりました。売上高と営業利益はいずれも当社グループの過去最高を更新し、中期経営計画マ

スタープラン2022で定めた2027年3月期の売上目標250億円、営業利益33億円を1年前倒しで達成することができま

した。経常利益は、為替差益や投資不動産賃貸料等の営業外収益を計上した結果8,139,177千円（前連結会計年度

比173.2％増）となりました。法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額等を計上した後の親会社株主に帰属す

る当期純利益は6,210,694千円（前連結会計年度比179.1％増）となり、売上高、各段階利益共に前連結会計年度か

ら大きく成長させることができました。
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セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

前年同期比（％）

精機関連（千円） 9,928,282 112.7

光製品関連（千円） 23,876,107 206.2

合計（千円） 33,804,390 165.8

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

精機関連 9,887,829 112.2 1,299,643 94.5

光製品関連 25,428,660 202.3 8,313,791 276.2

合計 35,316,489 165.2 9,613,435 219.2

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

〔精機関連〕

　精機関連では、自動車向けや電子機器向けの精密成形品や、成形品を効率的に量産するための高品質な金型、高

い寸法精度が要求される金属部品等を顧客に提供しております。当連結会計年度は、車載用センサー関連部品の売

上は堅調に推移したものの、電気自動車向けの部品や、同部品を量産するための金型の売上が減少しました。一

方、2024年10月に連結子会社化した株式会社エムジーは車載用の各種コネクタやボールペン等の事務用部品を量産

成形しており、前連結会計年度の第４四半期より損益を算入しております。開発面では、創業以来培ってきた精密

金型技術や射出圧縮成形技術、微細転写技術等を応用し、自動車や医療、バイオ等の産業領域において、顧客と共

に新たな精密成形品の量産化に向けた技術課題の解決に取り組みました。

　これらの結果、当連結会計年度の精機関連の売上高は9,963,178千円（前連結会計年度比8.3％増）となり、過去

最高を更新することができました。

〔光製品関連〕

　光製品関連では、光コネクタ等の光通信用部品や、光通信用部品の製造、検査に使用する機器・装置、超小型樹

脂レンズ等の製品を顧客に提供しております。当連結会計年度は、生成AIの普及拡大を背景に世界中でデータセン

ターの建設が進み、データセンター内に用いられる光通信用部品の需要が急増しました。これによりデータセンタ

ー用の光コネクタや、光コネクタを製造する際に使用される光コネクタ研磨機や検査・測定装置の売上高が大きく

増加することとなりました。当連結会計年度は、タイの子会社SEIKOH GIKEN（THAILAND） Co.,Ltd.においても光

コネクタの量産を開始したほか、2025年1月に中国河南省鶴壁市に新たに精工訊捷光電（鶴壁）有限公司を設立

し、多心光ファイバを高精度に接続する光通信用部品の量産体制を整えました。

　これらの結果、当連結会計年度の光製品関連の売上高は20,124,703千円（前連結会計年度比86.6％増）となり、

過去最高を更新することができました。

　生産、受注及び販売の実績は、次のとおりであります。

①　生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価格によっております。

②　受注実績

　当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　（注）　セグメント間取引については、相殺消去しております。
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セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

前年同期比（％）

精機関連（千円） 9,963,178 108.3

光製品関連（千円） 20,124,703 186.6

合計（千円） 30,087,881 150.6

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社デンソー 5,022,442 25.1 5,337,351 17.7

Corning Optical Communications,

S. de R.L. de C.V.
945,580 4.7 3,152,732 10.5

株式会社豊田自動織機 2,202,642 11.0 1,680,606 5.6

③　販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

(2）財政状態

　当連結会計年度末における総資産の残高は41,692,098千円となり、前連結会計年度末から7,308,928千円増加い

たしました。当連結会計年度末における資産、負債の状況とそれらの要因は次のとおりであります。

〔流動資産〕

　当連結会計年度末における流動資産の残高は30,863,794千円となり、前連結会計年度末から6,821,650千円増加

しました。その主な要因は、現金及び預金、売掛金、商品及び製品等の棚卸資産が増加したこと等に因ります。

〔固定資産〕

　当連結会計年度末における固定資産は10,828,303千円となり、前連結会計年度末から487,278千円増加いたしま

した。その主な要因は、車載部品を量産するための射出成形機や、光通信用部品の製造装置等の機械装置及び運搬

具が増加したこと等に因ります。

〔流動負債〕

　　当連結会計年度末における流動負債の残高は6,257,099千円となり、前連結会計年度末から1,470,568千円増加

しました。その主な要因は、未払法人税等が増加したこと等に因ります。

〔固定負債〕

　当連結会計年度末における固定負債の残高は1,393,227千円となり、前連結会計年度末から59,169千円減少しま

した。その主な要因は、退任した取締役に対して退職慰労金を支払ったことに伴い長期未払金が減少したこと等に

因ります。

〔純資産合計〕

　当連結会計年度末における純資産の残高は34,041,771千円となり、前連結会計年度末から5,897,529千円増加し

ました。その主な要因は、利益剰余金が増加したこと等に因ります。
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(3）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は11,255,535千円となり、前連結会計年度末から

3,935,089千円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　営業活動の結果増加した資金は、5,484,736千円（前連結会計年度は3,068,406千円の増加）となりました。営業

活動による資金増加の主な要因は、税金等調整前当期純利益8,232,904千円、減価償却費893,572千円等でありま

す。資金減少の主な要因は、売上債権の増加額1,000,062千円、棚卸資産の増加額1,304,648千円、法人税等の支払

額1,177,765千円等であります。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動の結果減少した資金は、879,202千円（前連結会計年度は1,046,813千円の増加）となりました。投資活

動による資金減少の主な要因は、有形固定資産の取得による支出961,665千円等であります。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　財務活動の結果減少した資金は、712,255千円（前連結会計年度は2,013,988千円の減少）となりました。財務活

動による資金減少の主な要因は、配当金の支払額674,213千円等であります。

(4）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び

仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

　連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載しております。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの主要な資金需要は、製品製造に使用する原材料や部品の調達等の製造原価と、販売費及び一般管

理費の他、既存製品の増産や新規製品の開発に向けた新しい機械装置の購入や既存の機械装置の改修等に使用して

おります。また、今後に向けては、当社グループの企業価値向上につなげるためのＭ＆Ａにも資金を積極的に投入

していく考えです。

　現時点におきましては、これらの資金については、営業活動によるキャッシュ・フロー及び自己資金を充当して

いく予定でありますが、企業価値向上につながる大型のＭ＆Ａ案件等、多額の投資を行う場合は金融機関から資金

を借り入れる可能性もあります。
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５【重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発活動の内容は、新しい事業領域に向けた新技術や新製品の開発と、既存事業のベースとな

る精密金型技術や精密成形技術の開発、既存事業領域における製品改良、生産技術の改善に分類できます。

　新しい事業領域に向けた新技術や新製品の開発は、精機関連・光製品関連の両セグメントにおいて実施しており、

当連結会計年度において発生した研究開発費は176,823千円となりました。既存事業領域における製品改良や生産技

術の改善に要した費用は401,055千円となりました。また、当社グループの精機関連・光製品関連の両セグメントの

ベースとなる精密金型技術や精密成形技術の開発に要した費用は88,682千円となりました。

　これらにより、当連結会計年度における研究開発活動費用の総額は666,561千円となりました。

(1）精機関連

　精機関連では、セグメント内の技術担当部署において、樹脂と金属を一体で成形するインサート成形技術や精密

な金属プレス技術を応用し、電気自動車等に搭載する新しい車載成形品や極めて小さい金属プレス成形品の開発等

を行っております。当連結会計年度の精機関連セグメントにおける研究開発活動費用の合計額は7,163千円であり

ます。

(2）光製品関連

　光製品関連では、セグメント内の技術担当部署において、より高速化、大容量化する光通信網に適した光通信用

デバイスや、効率的に光通信用部品を製造する機器・装置の開発を行っております。当連結会計年度においては、

データセンター等での超高速・広帯域幅の並列光伝送に用いる多心光コネクタや、より高速で電力消費の少ない次

世代の通信技術「光電融合」の実用化に向けて、CPO（Co-Packaged Optics）関連の技術開発に注力いたしまし

た。また、光ファイバや光学結晶を取り扱う技術、光学設計技術等を水平展開し、光伝送装置や光電界センサ、超

小型の樹脂レンズ等、光通信以外の用途に向けた製品の研究開発にも取り組みました。当連結会計年度の光製品関

連セグメントにおける研究開発活動費用の合計額は570,715千円であります。

(3）全社共通

　その他、本社においては、精機関連、光製品関連の両セグメントで取り扱う製品の量産に不可欠な精密金型や、

より薄肉、微細な成形品の量産を可能とする射出成形技術の研究開発を行っております。当連結会計年度において

は、生産効率の向上と温室効果ガス排出量の削減を同時に実現する新しい成形方法「型内塗装技術」のシステム販

売開始に向けて技術課題の解消に取り組みました。当連結会計年度の全社共通の研究開発活動費用の合計額は

88,682千円となっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は1,073,676千円で、セグメントごとの設備投資について

は、次のとおりであります。なお、重要な設備の除却又は売却等はありません。

(1）精機関連

　当連結会計年度は、射出成形機や放電加工機、３次元測定機等、総額386,932千円の設備投資を実施いたしまし

た。

(2）光製品関連

　当連結会計年度は、光コネクタの自動組立機や製造設備、検査装置等、総額596,989千円の設備投資を実施いた

しました。

(3）全社共通

　当連結会計年度は、空調設備や建物附属設備、ソフトウェア等、総額89,752千円の設備投資を実施いたしまし

た。
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2026年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数

（人）
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社工場

（千葉県松戸市）

精機関連

光製品関連

全社

製造設備及び

販売、開発、

管理業務設備

545,245 95,010
612,060

(3,765.5)
200,539 1,452,855 128

第２工場

（千葉県松戸市）

精機関連

光製品関連

製造設備

開発設備
242,726 132,464

432,270

(3,227.1)
2,372 809,834 17

第３工場

（千葉県松戸市）

精機関連

光製品関連
製造設備 37,382 25,278

990,994

(9,838.4)
5,692 1,059,347 19

2026年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数

（人）
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

不二電子工業株式会社

本社工場

（静岡県静岡市）

精機関連

製造設備及び

販売、開発、

管理業務設備

116,978 493,007

211,214

(2,540.3)

[3,721.1]

67,842 889,043 121

不二電子工業株式会社

岡部工場

（静岡県藤枝市）

精機関連 製造設備 18,438 55,276 [4,614.9] 21,902 95,618 19

不二電子工業株式会社

岡部第二工場

（静岡県藤枝市）

精機関連 製造設備 64,082 14,789 [1,497.3] 4,127 82,998 8

不二電子工業株式会社

千歳工場

（北海道千歳市）

精機関連 製造設備 629,158 439,565
89,256

(9,917.3)
5,817 1,163,797 34

株式会社エムジー

本社・仙台工場

（宮城県宮城郡利府町）

精機関連

製造設備及び

販売、管理業

務設備

43,081 62,443
242,695

(9,855.4)
8,299 356,519 68

株式会社エムジー

マグネット工場

（宮城県宮城郡利府町）

精機関連 製造設備 21,616 358
77,932

(2,848.0)
1,455 101,361 17

株式会社エムジー

山形工場

(山形県東置賜郡川西町)

精機関連 製造設備 10,949 35,929
15,040

(4,908.7)
1,791 63,711 30

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　（注）帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。

(2）国内子会社

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。

２．建物及び土地の一部を賃借しております。年間賃借料は62,052千円であります。

なお、賃借している土地の面積は［　］で外書きしております。
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2026年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

SEIKOH GIKEN

USA,INC.

米国

ジョージア州

精機関連

光製品関連

販売業務設

備
― 6,754 ― 26,373 33,127 6

杭州精工技研

有限公司

中国

浙江省
光製品関連

製造及び販

売業務設備
368,269 5,179 ― 276,369 649,818 395

SEIKOH GIKEN

EUROPE GmbH

ドイツ

ヘッセン州

精機関連

光製品関連

販売業務設

備
― ― ― 16,625 16,625 5

大連精工技研

有限公司

中国

遼寧省
光製品関連 製造設備 476,042 264,220 ― 345,841 1,086,104 110

DATA PIXEL 

SAS

フランス

アヌシー市
光製品関連

製造及び販

売業務設備
23,754 13,178 ― 252,546 289,479 37

SEIKOH GIKEN 

(THAILAND)

Co., Ltd.

タイ

サラブリ県
光製品関連 製造設備 67,348 27,634 ― 33,705 128,689 33

(3）在外子会社

　（注）　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、使用権資産であり、建設仮勘定を含んでおります。

2026年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地名）
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

提出

会社

本社、第２工場

第３工場

（千葉県松戸市）

精機関連
機械装置、

工具器具備品等
138,383 ― 自己資金 2026年４月 2027年３月

本社、第２工場

第３工場

（千葉県松戸市）

光製品関連
機械装置、金型、

検査装置等
540,565 ― 自己資金 2026年４月 2027年３月

本社、第２工場

第３工場

（千葉県松戸市）

全社関連
空調設備、

ソフトウェア等
178,648 ― 自己資金 2026年４月 2027年３月

不二電子工業株式会社 精機関連
機械装置、金型、

工具器具備品等
367,017 ―

自己資金及び

借入金

（グループ内）

2026年４月 2027年３月

株式会社エムジー 精機関連
機械装置、

工具器具備品等
158,413 ― 自己資金 2026年４月 2027年３月

杭州精工技研有限公司 光製品関連
機械装置、金型、

検査装置等
301,376 ― 自己資金 2026年４月 2026年12月

大連精工技研有限公司 光製品関連
機械装置、金型、

検査装置等
84,193 ―

自己資金及び

借入金

（グループ内）

2026年４月 2026年12月

DATA PIXEL SAS 光製品関連
機械装置、

検査装置等
71,400 ― 自己資金 2026年４月 2026年12月

SEIKOH GIKEN (THAILAND)

Co., Ltd.
光製品関連

機械装置、

検査装置等
22,500 ―

自己資金及び

借入金

（グループ内）

2026年４月 2026年12月

計 1,862,495 ―

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年６月18日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 9,333,654 9,333,654
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 9,333,654 9,333,654 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2000年７月31日 1,000,000 9,333,654 6,375,000 6,791,682 10,545,000 10,571,419

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）　有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格18,000円　引受価額16,920円　発行価額12,750円　資本組入額6,375円
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2026年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 0 7 30 61 90 19 3,398 3,605 －

所有株式数（単元） 0 13,678 3,467 13,098 8,949 84 53,911 93,187 14,954

所有株式数の割合

（％）
0.00 14.68 3.72 14.06 9.60 0.09 57.85 100.00 －

（５）【所有者別状況】

　（注）　自己株式325,511株は、「個人その他」に3,255単元、「単元未満株式の状況」に11株含まれております。

2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

上野　昌利 千葉県松戸市 875,360 9.72

有限会社　高志 千葉県松戸市下矢切188-11 654,400 7.26

木村　保 千葉県松戸市 605,250 6.72

有限会社　光研 千葉県松戸市三矢小台2-6-2 583,500 6.48

上野　淳 千葉県松戸市 349,900 3.88

吉田　智恵 東京都目黒区 343,000 3.81

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 339,472 3.77

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（リテール信託口820079279）
東京都港区赤坂1-8-1 330,500 3.67

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2-2-2 322,100 3.58

管理信託（A033）受託者

株式会社SMBC信託銀行
東京都千代田区丸の内1-3-2 282,500 3.14

計 － 4,685,982 52.02

（６）【大株主の状況】

- 25 -



2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式
普通株式 325,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,993,200 89,932 同上

単元未満株式 普通株式 14,954 － －

発行済株式総数 9,333,654 － －

総株主の議決権 － 89,932 －

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式68,872株が含

まれております。

２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

2026年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社精工技研

千葉県松戸市松飛

台296番地の１
325,500 - 325,500 3.49

計 － 325,500 - 325,500 3.49

②【自己株式等】

　（注）　自己株式には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式68,872株は含まれておりません。
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

役員向け株式交付信託

①　役員向け株式交付信託の概要

　当社は、2016年６月17日開催の第44回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役及び監査等委

員である取締役を除く。以下も同様。）に対する株式交付信託（以下「本制度」という。）を導入するこ

とを決議しました。本制度は、当社の取締役の報酬と当社の中長期的な業績及び株式価値との連動性をよ

り明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有

することにより、当社の持続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高めることを目的としておりま

す。

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当該信託を通じて当社

の取締役に対して、当社が定める株式交付規程に従って役位、業績達成度等に応じて当社株式を交付する

という業績連動型の株式報酬であります。なお、取締役が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として

取締役の退任時となります。

②　役員に交付する予定の株式の総数又は金額

　本制度により当社株式を取得する資金は、信託期間３年間中に200,000千円を上限とします。有価証券

報告書提出日現在で、347,839千円を拠出し、株式交付信託口が当社株式を68,872株保有しております。

　なお、当社は、2026年６月19日開催予定の第54回定時株主総会において、本制度により当社株式を取得

する資金の上限や信託期間を変更する議案を上程いたします。当該議案が原案どおり承認可決されると、

信託期間３年間中に当社株式を取得する資金の上限額は2,100,000千円となります。信託期間について

も、当社取締役会の決定により５年以内の期間を都度定めて延長することができるようになります。な

お、信託期間を延長した場合、株式取得のために拠出できる資金の上限は、当該延長分の期間内におい

て、延長年数に700,000千円を乗じた金額となります。

③　本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　当社取締役のうち株式交付を受ける権利を取得した者
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 136 1,724

当期間における取得自己株式 ― ―

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　（注）　当期間における取得自己株式には、2026年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他　（注）２ 18,500 199,800 ― ―

保有自己株式数 325,511 ― 325,511 ―

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

（注）１．当期間における保有自己株式には、2026年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　　　２．当事業年度のその他の内容は、取締役に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託に対して売却した自己株式

であります。
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決議年月日
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）

2025年11月13日
359,591 40

取締役会

2026年6月19日
540,488 60

定時株主総会決議（予定）

３【配当政策】

　株主の皆様に対する利益還元につきましては、将来の投資に備えるための内部留保を考慮しながらも、株主の皆様

に対して安定した配当を継続的に行うことを基本にしております。また、当社は中間配当を行うことができる旨を定

款に定めており、業績により年間１回ないし２回の配当を行います。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末

配当は株主総会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、当期業績、当社の利益還元に対する基本方針、今後の事業展開等を勘

案し、１株当たり100円（うち中間配当40円）の配当を実施することを予定しております。

　なお、内部留保資金の使途につきましては、経営基盤を強化し企業価値を一層高めるための新規事業開拓や既存事

業の成長拡大、新技術・新製品開発のための設備投資や他社との事業提携等に充当してまいります。

（注）　当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。期末配当に関する配当金の総額540,488千円

及び１株当たり配当額60円につきましては、2026年６月19日開催予定の第54回定時株主総会の決議事項とな

っております。
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氏名 開催回数 出席回数

木村　保 ３回 ３回

大久保　勝彦 ３回 ３回

上野　淳 13回 13回

來　関明 13回 13回

斎藤　祐司 13回 13回

角野　清行 13回 13回

谷田貝　豊彦 13回 13回

森川　有理 10回 10回

森　保彦 13回 13回

相場　俊夫 13回 13回

三好　慶 13回 13回

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の健全性を維持しながら競争力を強化し、継続的に企業価値を向上させていくために、コーポレ

ート・ガバナンスの充実を図ることが経営における重要課題であると認識しており、経営の透明性を自律的に確

保し、経営環境の変化に迅速に対応できる体制の構築に努めております。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの充実を図るため、2016年６月17日開催

の第44回定時株主総会の承認をもって、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へと移行しました。

イ．取締役会

　有価証券報告書提出日（2026年６月18日）現在、取締役会は、監査等委員である取締役を含め、９名の取締

役で構成されております。監査等委員である取締役を除く取締役は６名で、このうち２名が社外取締役であり

ます。取締役会は、毎月１回の定例取締役会のほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、当社グループの方向

性や目標等の経営に関する重要事項、その他法令で定められた事項等を決定する機関として活発な議論を行っ

ております。

　取締役会の構成員は以下のとおりであります。

議長　：代表取締役社長　　上野　淳

構成員：來　関明、斎藤　祐司、角野　清行、谷田貝　豊彦（社外取締役）、森川　有理（社外取締役）、

森　保彦、相場　俊夫（社外取締役）、三好　慶（社外取締役）

ロ．監査等委員会

　有価証券報告書提出日（2026年６月18日）現在、監査等委員会は３名の監査等委員で構成され、このうち２

名が社外取締役であります。監査等委員は、業務執行取締役の職務執行状況を厳しく監視するほか、内部監査

室や会計監査人との連携を図り、会社の業務及び財産の状況に関する調査等を行っております。

　監査等委員会の構成員は以下のとおりであります。

議長　：常勤監査等委員　　森　保彦

構成員：相場　俊夫（社外取締役）、三好　慶（社外取締役）

③　取締役会の活動状況

　当事業年度において、取締役会は合計13回開催されました。取締役会の構成員及び個々の取締役の出席状況に

ついては次のとおりであります。　なお、木村　保氏、大久保　勝彦氏については、2025年６月20日開催の第53

回定時株主総会をもって退任したため、退任までに開催された取締役会に関する出席回数を記載しております。

なお、森川　有理氏については、2025年６月20日開催の第53回定時株主総会で就任以降、当事業年度中に開催さ

れた取締役会に関する出席回数を記載しております。
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　なお、上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条第２項の規定に基づき、取締役

会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

　取締役会における具体的な検討内容は、中期経営計画や事業計画、資本政策等であります。中期経営計画や事

業計画に関しては、グループを構成する各社や各事業部門が策定した戦略が適切に実行されているかどうか、具

体的な業績結果と照らし合わせて検証し、状況に応じて対応策を議論しました。資本政策に関しては、当社の株

価純資産倍率（ＰＢＲ）や株価収益率（ＰＥＲ）、自己資本利益率（ＲＯＥ）を踏まえながら、中長期的に企業

価値を向上していくために資本をどのように活用していくべきか、キャッシュアロケーションの方向性や具体的

な戦略を議論しました。引き続きこれらに関する意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行ってまいりま

す。

④　企業統治に関するその他の事項

　内部統制システムといたしましては、当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するため、コンプライアンス管理規程を定めるほか、当社グループ全体のコンプライアンスを推進

するリスク・コンプライアンス委員会を設置し、活動を行なっております。また、コンプライアンス担当役員を

定め、役職員に対する教育等のコンプライアンス推進活動状況を取締役会に報告することとしております。さら

に、当社グループの役職員が職場や業務の中で重大なコンプライアンス違反の事実や危険を知り、かつ職制を通

じた自律的な解決が難しい状況が発生した場合に備えて内部通報規程を定めており、企業リスクに繋がるコンプ

ライアンス違反の抑制・防止に努めております。

　日常の業務の中で発生が懸念される当社グループの法務リスク、財務リスク、労務リスク、情報漏洩リスク等

については、リスク管理規程に基づき、その発生防止に努めております。また、リスク・コンプライアンス委員

会の活動を通して、リスク管理の全社的推進と情報の共有化を図るとともに、各業務担当部門におきましては、

各々の業務の中に潜むリスクを専門的な立場から把握し、これを自律的に管理しております。

⑤　責任限定契約の内容等

　当社と業務執行取締役を除く取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百

万円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。

⑥　役員等賠償責任保険契約の内容等

　当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該契約の被保険者の範囲は、当社及び

当社の子会社の取締役、監査役となります。ただし、海外子会社については、当社からの出向役員及び当社と海

外子会社との兼務役員に限ります。当該契約は、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負

担することとなった訴訟費用及び損害賠償金等を補填の対象としております。なお、被保険者の職務の執行の適

正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、補

填の対象外としております。当該契約の保険料は全額当社が負担しております。

⑦　取締役の定数及び取締役の選解任の決議要件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は７名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を

定款に定めております。また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

⑧　株主総会決議事項のうち取締役会で決議できる事項

イ．自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、事業環境の変化に対応した機動的な経営を遂行する目

的によるものであります。

ロ．中間配当

　当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。
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ハ．取締役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者を含

む）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役

がその期待される役割を十分に発揮することができるよう定めるものであります。また、監査等委員会設置会

社への移行以前の行為に関し、会社法第426条第１項の規定により、監査役であった者の賠償責任を法令の限

度において免除することができる旨を定款附則で定めております。

⑨　株主総会の特別決議要件の変更

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長 上野　淳 1974年８月16日生

2002年２月 当社入社　経営企画室

2009年５月 マイルストーン株式会社出向

2010年７月 事業本部製造統括部本社製造部副部長

2011年３月 杭州精工技研有限公司出向　副総経理

杭州精工技研有限公司董事（現任）

光学製品事業本部部長

2013年11月 大連精工技研有限公司出向　副総経理

大連精工技研有限公司董事（現任）

2015年６月 取締役就任

2016年４月 経営企画室長

2017年５月 SEIKOH GIKEN USA,INC.代表取締役（現任）

SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH代表取締役（現任）

2017年６月 不二電子工業株式会社取締役（現任）

2018年７月 浙江精工光電科技有限公司監事

2018年10月 事業運営部長

2019年６月 常務取締役就任

2023年３月 SEIKOH GIKEN (THAILAND) Co., Ltd.取締役

（現任）

2024年６月 代表取締役社長就任（現任）
　

（注）２ 349,900

専務取締役

光学製品事業管掌
來　関明 1962年３月25日生

1990年６月 特殊法人新技術開発事業団

（現　独立行政法人科学技術振興機構）

研究員

1995年４月 静岡大学工学部助教授

2001年３月 杭州精工技研有限公司

董事・総経理（現任）

2011年４月 大連精工技研有限公司董事

2013年６月 取締役就任

中国事業推進本部長

2013年11月 光学製品事業本部長

2016年４月 光学製品事業部長

2017年５月 杭州精工技研有限公司董事長（現任）

大連精工技研有限公司董事長（現任）

2018年７月 浙江精工光電科技有限公司副董事長（現任）

2019年６月 常務取締役就任

2023年３月 SEIKOH GIKEN (THAILAND) Co., Ltd.取締役

（現任）

2024年６月 専務取締役就任（現任）

2024年12月 精工訊捷光電（杭州）有限公司董事長（現任）

2026年１月 精工訊捷光電（鶴壁）有限公司董事長（現任）

2026年４月 光学製品事業管掌（現任）
　

（注）２ 2,000

（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　8名　女性　1名　（役員のうち女性の比率11.1％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

管理部長
斎藤　祐司 1965年４月２日生

2000年９月 当社入社　管理部主任

2002年１月 経営企画室主任

2006年５月 経営企画室経営企画チームリーダー

2010年11月 管理本部管理部副部長

2013年６月 管理部長（現任）

2018年４月 執行役員就任

2018年７月 杭州精工技研有限公司監事人（現任）

2024年６月 取締役就任（現任）

2024年７月 浙江精工光電科技有限公司 監事人（現任）

2024年12月 精工訊捷光電（杭州）有限公司 監事（現任）

2025年１月 ㈱エムジー 取締役（現任）

2025年６月 不二電子工業㈱ 取締役（現任）
　

（注）２ 700

取締役

機器事業部長
角野　清行 1965年８月19日生

2002年11月 当社入社　光製品グループ

2003年４月 光製品グループ営業チームリーダー

2007年４月 光製品グループ販売統括チーム

海外販売チームリーダー

2010年７月 事業本部営業統括部長

2011年５月 SEIKOH GIKEN USA, INC.取締役（現任）

2012年４月 事業本部機器事業推進部長

2016年４月 機器事業部長（現任）

2018年４月 執行役員就任

2024年６月 取締役就任（現任）
　

（注）２ 100

取締役 谷田貝　豊彦 1946年９月10日生

1969年４月 特殊法人理化学研究所研究員

1983年４月 筑波大学教授

2007年４月 宇都宮大学教授

同大学オプティクス教育研究センター長

筑波大学名誉教授（現任）

2017年４月 宇都宮大学特任教授

同大学名誉教授（現任）

2019年６月 当社取締役就任（現任）
　

（注）２ 0

取締役 森川　有理 1968年９月23日生

1993年４月 株式会社三和総合研究所（現 株式会社三菱東

京UFJリサーチ＆コンサルティング）入社

2002年４月 株式会社リクルート シニアコンサルタント

2003年４月 プロコーチとして独立 グローバルセンセーシ

ョン代表（現任）

株式会社CTIジャパン認定トレーナー

2009年４月 株式会社CRRジャパン設立

2018年１月 CRR Global Japan合同会社設立　共同代表

スイスのビジネススクールIMD公認シニアコー

チ（現任）

2025年６月 当社取締役就任（現任）
　

（注）２ 2,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

（監査等委員）
森　保彦 1951年６月17日生

1974年３月 不動建設株式会社入社

2001年６月 同社経営管理本部人事部長

2002年７月 当社入社　管理グループリーダー

2010年６月 監査役就任

2016年６月 取締役（監査等委員）就任（現任）
　

（注）３ 2,500

取締役

（監査等委員）
相場　俊夫 1961年10月19日生

1985年10月 中央監査法人入所

1989年３月 公認会計士登録

1990年７月 中央クーパースライブランド

コンサルティング株式会社入社

2000年４月 中央青山監査法人入所

2001年５月 相場公認会計士事務所開設

2004年６月 当社監査役就任

2013年６月 不二電子工業株式会社監査役（現任）

2016年６月 取締役（監査等委員）就任（現任）
　

（注）３ 10,700

取締役

（監査等委員）
三好　慶 1979年１月１日生

2007年９月 弁護士登録（東京弁護士会所属）

大樹法律事務所入所

2015年４月 大樹法律事務所副所長

（パートナー弁護士）

2017年４月 三好総合法律事務所に移籍

（パートナー弁護士）

同事務所副所長（現任）

2024年６月 取締役（監査等委員）就任（現任）
　

（注）３ 0

計 367,900

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

小口　淳 1977年５月15日生

2003年10月 新日本監査法人入所

2007年３月 水垣公認会計士事務所入所

2008年４月 公認会計士登録

2011年６月 小口公認会計士事務所開設

公認会計士・税理士
　

（注）２ 0

　（注）１．取締役　谷田貝 豊彦、森川 有理、相場 俊夫、三好 慶は、社外取締役であります。

２．2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．当社は監査等委員会設置会社であります。監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

委員長　森 保彦　　委員　相場 俊夫　　委員　三好 慶

５．当社は、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員であ

る取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は次のとおりであります。

　（注）１．小口 淳は、補欠の社外取締役であります。

２．補欠の監査等委員である取締役の任期は、就任した時から退任した監査等委員である取締役の任期の満了の

時までであります。
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②　社外役員の状況

イ．社外取締役の員数並びに提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　現在、当社の社外取締役は４名で、そのうち２名は監査等委員であります。

　社外取締役である谷田貝　豊彦氏は、大学で応用光学の研究と教育に永年携わっており、光学に関わる幅広

い知見や国内外の学会での経験を当社の経営に活かしていただくことが期待できるため、選任いたしました。

同氏は当社株式を保有しておらず、人的関係、取引関係等の利害関係はありません。

　社外取締役である森川　有理氏は、国内外の多くの組織や企業に対するコーチングの提供やプロコーチの育

成に携わってこられ、組織や人事に深い造詣を有しておられます。その豊富な知識や経験を当社の経営に活か

していただくことが期待できるため、選任いたしました。同氏は当社株式を2,000株保有しておりますが、人

的関係、取引関係等、その他の利害関係はありません。

　監査等委員である社外取締役の相場　俊夫氏は、公認会計士として培われた知識・経験等を、当社の経営監

視、コーポレート・ガバナンス強化に活かしていただくことが期待できるため、選任いたしました。同氏は公

認会計士事務所の代表を務めております。当社と同事務所との間に取引関係はありません。同氏は当社株式を

10,700株保有しておりますが、人的関係等、その他の利害関係はありません。

　監査等委員である社外取締役の三好　慶氏は、弁護士として培われた専門的な知識・経験等を、当社の経営

監視、コーポレート・ガバナンス強化に活かしていただくことが期待できるため、選任いたしました。同氏は

弁護士事務所の副所長を務めております。当社と同事務所との間に取引関係はありません。同氏は当社株式を

保有しておらず、人的関係等、その他の利害関係はありません。

ロ．社外取締役が果たす機能・役割、独立性の基準・方針の内容、選任状況の考え方

　社外取締役には、経営陣から独立した立場から、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与す

る役割、責務を果たすことを期待しております。

　当社は、社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する判断基準を次のとおり定めており、最終的

な独立性の判断に際しては、当該基準及びその他の側面から総合的に判断することとしております。

（ⅰ）当社又は当社の子会社の業務執行者でないこと

（ⅱ）当社又は当社の子会社の非業務執行取締役又は会計参与でないこと

（ⅲ）当該社外取締役個人、又は当該社外取締役が代表を務める又は所属している法人の総収入額に占める当

社からの役員報酬以外の収入額が30％を超えていないこと

（ⅳ）当該社外取締役が代表を務める又は所属している法人に対する当社の売上高が、当社単体の総売上高に

対して10％を超えていないこと

（ⅴ）当該社外取締役がコンサルタント、会計専門家、法律専門家である場合、当社から当該社外取締役に支

払う役員報酬以外のフィーが年間1,000万円以内であり、かつ(ⅲ)又は(ⅳ)に該当していないこと

（ⅵ）自己又は他人の名義をもって当社の総議決権の10％以上に相当する株式を保有していないこと

　当社の社外取締役は、それぞれ公平中立の観点で、業務執行の監督機能の強化と、取締役会の活性化に貢献

しております。また当社は、当社が定める独立性に関する判断基準に則して検討した結果、４名の社外取締役

のいずれも当社からの独立性を有していると判断しております。

ハ．社外取締役による監督と内部監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

　２名の社外取締役を含む監査等委員会は、当社内部監査室及び会計監査人と適宜情報交換を行い、連携を図

っております。また、内部統制部門である管理部は、社外取締役との連絡窓口も兼ねて頻繁に情報交換を行っ

ており、密な連携体制を構築しております。
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氏名 開催回数 出席回数

森　保彦 14回 14回

相場　俊夫 14回 14回

三好　慶 14回 14回

（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

　当社の監査等委員会は２名の社外取締役を含む３名の監査等委員から構成されております。社外取締役のうち

相場　俊夫氏は公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　各監査等委員は取締役会に出席し、経営の意思決定における妥当性、適正性を確保するために必要な発言を適

宜行っております。また、常勤監査等委員は社内で行われる重要な会議に出席し、必要に応じてその議事録を閲

覧するほか、取締役、執行役員、内部監査室等から職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、経営監視機能の強化を図っております。

　当事業年度においては監査等委員会を14回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については次のとおり

であります。

　監査当委員会における主な議題は決議事項として、当事業年度の監査計画の策定、前事業年度の監査報告書の

作成、会計監査人の再任、会計監査人の報酬の同意等、報告事項として、全社状況の報告、会計監査人の監査計

画、会計監査人の半期レビュー等となっております。

②　内部監査の状況

　当社における内部監査は、内部管理体制の強化のために社長直属の内部監査室を設け、当報告書提出日現在１

名の専任スタッフを配置しております。内部監査室は、定期的又は臨時に厳正な内部監査を実施し、経営組織の

整備状況、業務運営の準拠性、効率性及び経営資料の正確性、妥当性を検討、評価し、その状況を代表取締役や

取締役、監査等委員や監査等委員会に対して適宜報告を行っております。

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

アーク有限責任監査法人

ｂ．継続監査期間

５年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　　沼田　慶輔

指定有限責任社員　業務執行社員　　髙屋　友宏

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他２名であります。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　監査法人の選定に当たっては、2017年３月に監査等委員会で定めた基準に従い、監査品質、監査体制・組

織、監査計画、監査報酬、監査実施状況等の観点から、その適格性・妥当性を判断することとしております。

ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

　当社の監査等委員会では、監査法人との意見交換等を通じて、独立性と専門性の有無を確認しております。

現在の会計監査人であるアーク有限責任監査法人は、独立性、専門性共に問題ないものと評価しております。
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区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 23,500 － 25,000 －

連結子会社 8,200 － 8,200 －

計 31,700 － 33,200 －

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

　該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　明確な方針はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、アーク有限責任監査法人から提示された監査計画の内容及び監査報酬見積りの算出根拠な

どが適切であるかどうかについて必要な検証を行い、当連結会計年度の監査計画及び監査報酬が妥当であると

判断いたしました。

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は「取締役報酬規程」に定めております。「取締役報酬規程」

は、当社の取締役会決議により決定しております。

　取締役（監査等委員である取締役、社外取締役を除く。以下「業務執行取締役」という。）の報酬は、固定報

酬、単年度業績連動報酬、非金銭報酬となる業績連動型株式報酬の３種類で構成しており、監査等委員である取

締役及び社外取締役の報酬は固定報酬としております。

　監査等委員である取締役を除く取締役の報酬額については、株主総会にて決議された限度額の範囲内で取締役

会で決定することとしております。監査等委員である取締役の報酬額については、限度額の範囲内で監査等委員

である取締役の協議によって決定することとしております。

　なお、業務執行取締役の個人別の報酬等の額に対する、固定報酬、単年度業績連動報酬、業績連動型株式報酬

の額の割合については、年度ごとの業績により単年度業績連動報酬と業績連動型株式報酬の変動が大きく、予め

割合を決定することが難しいことから決定しない方針であります。

　取締役の報酬限度額は、2016年６月17日開催の第44回定時株主総会において、監査等委員である取締役を除く

取締役の報酬限度額を年額1,000百万円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内）、監査等委員である取締

役の報酬限度額を年額200百万円以内とすることが決議されております。なお、当該株主総会決議がされた時点

において、決議の対象とされていた役員の員数は、監査等委員である取締役を除く取締役６名（うち社外取締役

は１名）、監査等委員である取締役３名の計９名であります。

　また、業績連動型株式報酬についても、2016年６月17日開催の第44回定時株主総会において、１事業年度当た

りに付与するポイント総数の上限を30,000ポイントとすることが決議されております。当該株主総会決議がされ

た時点において、決議の対象とされていた業務執行取締役の員数は５名であります。
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役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数

（人）固定報酬
単年度

業績連動報酬

業績連動型
株式報酬引当額
（非金銭報酬）

取締役（監査等委員を除く）

（社外取締役を除く）
195,491 71,755 63,342 60,394 5

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く）
9,634 9,634 - - 1

社外取締役 12,960 12,960 - - 5

計 218,085 94,349 63,342 60,394 11

　業務執行取締役に対する各報酬の概要は以下のとおりです。

（ⅰ）固定報酬

　業務執行取締役に対する固定報酬は、原則として各取締役の役位、職務等に応じて相応な金額を決定して

おります。

（ⅱ）単年度業績連動報酬

　業務執行取締役に対する単年度業績連動報酬の総額の算定方法は、「経営幹部業績連動報酬規程」によ

り、「連結EBITDA（連結営業利益に減価償却費及びのれん償却費を加算した額）の前年度からの増加額×

25％」と定めております。報酬総額の算定の基礎として、連結EBITDAの前年度からの増加額を選定した理由

は、当社グループとして創出する営業キャッシュ・フローを毎年増加させていくことが株主価値の向上に資

すると判断したためであります。なお、当該「経営幹部業績連動報酬」は、当社の業務執行取締役の他、当

社グループ各社の経営幹部（業務執行取締役、業務執行責任者、執行役員等）を支給対象の範囲に含んでお

ります。

　前連結会計年度（2025年３月期）の連結EBITDAは3,761,776千円となり、前々連結会計年度（2024年３月

期）の連結EBITDA、2,026,153千円と比較して1,735,622千円増加しました。このため、2025年７月度から

2026年６月度までの「経営幹部業績連動報酬」は、増加額の25％に相当する433,905千円を原資とし、調整

後の実支給額は207,972千円となりました。

（ⅲ）業績連動型株式報酬（非金銭報酬）

　当社グループの中期的な業績向上と株式価値の増大への貢献意欲を高めることを目的として、業績連動型

株式報酬制度を導入しております。当該制度は、「株式交付規程」に基づき、業務執行取締役の役位及び業

績達成度等によって毎年ポイントを付与し、積み上がったポイントに相当する数の当社株式が交付されると

いう業績連動型の株式報酬であります。なお、業務執行取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則とし

て退任時となり、当該株式報酬は株主総会で決議された報酬限度額とは別枠となります。

　監査等委員である取締役を除く取締役に対する報酬等のうち、固定報酬及び単年度業績連動報酬額につい

ては、取締役会決議により、取締役社長に個人別の具体的な内容の決定を委任することがあるとしておりま

す。取締役会から委任を受けた取締役社長は、役位、職責、業績等を総合的に勘案して個人別の報酬額を策

定し、当該取締役社長の権限が適切に行使されるようにするため、監査等委員会に意見を求めたうえで決定

することとしております。

　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、「取締役報酬規程」に基づき、前述の手続きを経

て決定されていることから、取締役会としては、その内容が当該決定方針に沿うものであると判断しており

ます。

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 4 116,191

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 1,046 取引先持株会を通じた株式の取得

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、他社の株式を保有する場合は、取引関係の強化や事業上のシナジーを創出し、当社グループの業績向

上につなげることを前提としております。このため、基本的には、純投資を目的として他社株式を保有すること

はありません。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　当社は、取引先との関係強化が当社グループの事業拡大に資すると見込まれる場合、保有意義及び経済合理

性について十分に審議検討の上、政策的に他社の株式を保有することとしております。保有している会社の株

式については、当該会社の事業の状況や財務状態の検証を定期的に行い、保有の継続の適否に関する決定を行

ってまいります。当該会社の株式に係る議決権行使に当たっては、各議案の内容を十分に検討した上で、中長

期的な企業価値向上及び株主価値向上に資するかどうかを判断して行使することとしております。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　該当事項はありません。
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

住友電気工業㈱

8,766 8,514 安定的な取引関係の維持・発展を目的と

して保有しております。株式数の増加

は、取引先持株会を通じた株式の取得に

よるものであります。

無
73,460 20,997

㈱千葉銀行
10,000 10,000 主要取引金融機関であり、営業情報の提

供及び良好な取引関係を維持・強化する

ため

無
19,960 13,990

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

5,970 5,970 主要取引金融機関であり、営業情報の提

供及び良好な取引関係を維持・強化する

ため

無
15,522 12,005

㈱みずほフィナンシ

ャルグループ

1,191 1,191 主要取引金融機関であり、営業情報の提

供及び良好な取引関係を維持・強化する

ため

無
7,249 4,824

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

　（注）　特定投資株式における定量的な保有効果については記載が困難でありますが、個別の保有株式は定期的に保有

の合理性を検証しております。

みなし保有株式

　該当事項はありません。

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　該当事項はありません。

⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

　当社グループは、中長期的な企業価値向上を実現する上で、「人材」を最も重要な経営資本であると位置付

けております。技術革新や市場環境の変化が加速し、グローバル競争が激化する中において、持続的な成長を

実現するためには、多様な人材が能力を最大限に発揮し、組織として高い付加価値を創出し続けることが不可

欠であると認識しております。

　また、当社グループは世界のお客様を対象に事業を展開しており、国籍、人種、文化、価値観、経験、専門

性など、多様なバックグラウンドを有する人材によって構成されております。この多様性を重要な経営資本の

一つとして捉え、異なる視点や考え方を尊重しながら相互理解を深めることで、新たな価値創造やイノベーシ

ョンの実現につなげております。また、多様な人材が共通の目標に向かって力を結集し、組織として成果を創

出できるよう、風通しの良い組織風土の醸成と、相互に学び合える環境づくりを推進しております。

　加えて、従業員一人ひとりが高い専門性と主体性を備えた「プロフェッショナル人材」として成長すること

を重視しております。営業、技術、製造、購買、管理など、それぞれの分野において、自律的に課題解決へ取

り組み、変化を成長機会として捉えながら価値を創出できる人材の育成に取り組んでおります。従業員が自ら

の仕事に誇りと責任を持ち、好奇心や挑戦意欲を持って業務に取り組むことが、企業競争力の向上につながる

ものと考えております。

　その実現に向けて、当社グループでは、人材育成を重要な投資領域として位置付け、教育研修の充実、次世

代リーダー育成、専門スキル向上支援などに継続的に取り組んでおります。また、適材適所の配置やキャリア

形成支援を通じて、従業員一人ひとりの能力開発と成長機会の最大化を図っております。

　さらに、人的資本価値を最大化するためには、従業員が心身ともに健康で、安心して働ける職場環境の整備

が重要であると考えております。そのため当社では、生産性向上と健康維持の両立を目的とした働き方改革

「メリハリワーク」を推進し、月２日の「ノー残業デー」の実施や、計画的有給休暇の取得促進などに取り組

んでおります。これにより、従業員のワークライフバランス向上と業務効率化の双方を実現し、持続的に高い

パフォーマンスを発揮できる環境づくりを進めております。また、健康経営の観点から、定期的なウォーキン

グイベントの開催や、がん検査費用の補助制度などを導入し、従業員の健康維持・増進を支援しております。

加えて、従業員同士が日常の些細な感謝を伝え合う「サンクスポイント制度」を導入するなど、心理的安全性

やエンゲージメント向上を目的としたメンタル面での施策にも取り組んでおります。これらの取り組みを通じ

て、従業員同士の信頼関係を深め、組織の一体感や働きがいの向上につなげております。こうした取り組みが

評価され、当社は、経済産業省および日本健康会議が認定する「健康経営優良法人認定制度」において、「健

康経営優良法人（中小規模法人部門）」に選定されております。

　また、当社グループは、従業員を企業価値創造の重要な資本と位置付けており、その能力発揮と持続的成長

を支えるため、適切な給与水準及び福利厚生の提供に努めております。従業員の給与その他の給付の額及び内

容については、各国や各地域の市場データや業界水準を踏まえ、公正性及び競争力を確保する方針としており

ます。また、半期ごとの拠点業績に連動する「拠点インセンティブ賞与制度」を導入しており、企業価値向上

への貢献を反映した報酬体系を採用しております。さらに、福利厚生のアウトソーシングサービスの活用や、

社内の育児・介護支援制度、柔軟な働き方の推進等を通じて、従業員の生活の安定とワークライフバランスの

向上を図っております。

　当社グループは、今後も、多様な人材が能力を最大限に発揮できる環境整備に取り組み、人的資本への継続

的な投資を推進してまいります。併せて、人材と組織の持続的な成長を通じて、企業価値の向上とステークホ

ルダーの皆様への価値提供の最大化を目指してまいります。
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2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

精機関連 374

光製品関連 807

全社（共通） 50

合計 1,231

2026年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）
平均年間給与の

対前事業年度増減率
（％）

164 44.7 19.3 7,778 19.3

セグメントの名称 従業員数（人）

精機関連 62

光製品関連 78

全社（共通） 24

合計 164

（２）【従業員の状況】

①連結会社の状況

　（注）１．従業員数は、就業人員を記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、開発部門及び管理部門に所属しているものであります。

３．光製品関連は、従業員数が前連結会計年度末に比べ305名増加しておりますが、受注の増加に伴い、中国の

子会社杭州精工技研有限公司や精工訊捷光電（杭州）有限公司が人員を増加したことや、新たに精工訊捷光

電（鶴壁）有限公司を設立し、人員を採用したことに因ります。

②提出会社の状況

　（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、開発部門及び管理部門に所属しているものであります。

③労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。なお、労使関係は円滑な状況にあり、特記すべき事項はありません。

　また、当社グループの一部の連結子会社には労働組合がありますが、労使関係は円滑な状況にあり、特記すべき

事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下、「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日

まで）の連結財務諸表及び第54期事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、アーク

有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができるよう、

公益財団法人財務会計基準機構への加入、各種セミナーへの参加等、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段

の取組を行っております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,072,417 18,021,554

受取手形 32,850 1,056

売掛金 5,087,241 6,718,856

電子記録債権 729,424 231,564

商品及び製品 830,584 1,476,218

仕掛品 1,314,098 1,544,619

原材料及び貯蔵品 1,438,179 1,976,163

未収還付法人税等 7,179 －

その他 531,942 895,815

貸倒引当金 △1,772 △2,053

流動資産合計 24,042,144 30,863,794

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,959,948 9,219,947

減価償却累計額 △6,302,088 △6,550,326

建物及び構築物（純額） 2,657,859 2,669,621

機械装置及び運搬具 7,830,046 8,128,958

減価償却累計額 △6,361,405 △6,459,324

機械装置及び運搬具（純額） 1,468,641 1,669,634

土地 2,948,566 2,948,577

建設仮勘定 190,210 101,844

その他 4,805,571 5,193,713

減価償却累計額 △3,938,347 △4,019,421

その他（純額） 867,223 1,174,291

有形固定資産合計 8,132,501 8,563,969

無形固定資産

のれん 484,626 434,921

その他 17,026 25,434

無形固定資産合計 501,652 460,356

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 503,746 ※１ 571,933

投資不動産 ※２ 864,469 ※２ 854,499

その他 338,654 377,544

投資その他の資産合計 1,706,870 1,803,977

固定資産合計 10,341,025 10,828,303

資産合計 34,383,169 41,692,098

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 2,009,320 1,674,378

未払法人税等 570,753 1,565,169

契約負債 4,773 45,740

賞与引当金 134,206 142,255

その他 2,067,477 2,829,555

流動負債合計 4,786,530 6,257,099

固定負債

退職給付に係る負債 1,006,238 990,258

役員株式給付引当金 160,336 129,399

長期未払金 44,330 －

長期預り敷金 ※２ 19,037 ※２ 19,037

繰延税金負債 78,477 1,594

その他 143,977 252,937

固定負債合計 1,452,397 1,393,227

負債合計 6,238,927 7,650,326

純資産の部

株主資本

資本金 6,791,682 6,791,682

資本剰余金 10,607,629 10,723,951

利益剰余金 10,221,979 15,758,440

自己株式 △1,796,855 △1,821,659

株主資本合計 25,824,436 31,452,415

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 28,636 73,342

為替換算調整勘定 1,961,797 2,217,686

退職給付に係る調整累計額 178,746 97,869

その他の包括利益累計額合計 2,169,180 2,388,899

非支配株主持分 150,624 200,456

純資産合計 28,144,241 34,041,771

負債純資産合計 34,383,169 41,692,098
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

売上高 ※１ 19,982,809 ※１ 30,087,881

売上原価 ※７ 12,694,776 ※７ 16,036,763

売上総利益 7,288,033 14,051,117

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 4,470,780 ※２,※３ 6,317,940

営業利益 2,817,252 7,733,176

営業外収益

受取利息 40,823 60,514

受取配当金 1,936 3,203

為替差益 35,733 227,130

補助金収入 5,360 53,478

投資不動産賃貸料 69,632 70,789

持分法による投資利益 483 2,447

その他 26,440 33,744

営業外収益合計 180,410 451,307

営業外費用

支払利息 948 6,119

不動産賃貸原価 16,238 36,647

その他 1,137 2,539

営業外費用合計 18,324 45,307

経常利益 2,979,339 8,139,177

特別利益

固定資産売却益 ※４ 38,967 ※４ 13,413

受取補償金 － ※８ 88,438

特別利益合計 38,967 101,852

特別損失

固定資産売却損 ※５ 220 ※５ 169

固定資産除却損 － ※６ 7,955

特別損失合計 220 8,124

税金等調整前当期純利益 3,018,085 8,232,904

法人税、住民税及び事業税 719,754 2,029,513

過年度法人税等 － ※９ 106,735

法人税等調整額 56,039 △167,872

法人税等合計 775,793 1,968,376

当期純利益 2,242,292 6,264,527

非支配株主に帰属する当期純利益 16,929 53,833

親会社株主に帰属する当期純利益 2,225,362 6,210,694

②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

当期純利益 2,242,292 6,264,527

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △557 44,706

為替換算調整勘定 471,850 255,888

退職給付に係る調整額 181,752 △80,876

その他の包括利益合計 ※ 653,045 ※ 219,719

包括利益 2,895,337 6,484,247

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,877,018 6,423,232

非支配株主に係る包括利益 18,319 61,014

【連結包括利益計算書】

- 47 -



（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,791,682 10,607,500 8,782,006 △538,872 25,642,317

当期変動額

剰余金の配当 △785,390 △785,390

親会社株主に帰属す
る当期純利益

2,225,362 2,225,362

自己株式の取得 △1,315,467 △1,315,467

自己株式の処分 129 57,484 57,613

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

当期変動額合計 － 129 1,439,972 △1,257,983 182,118

当期末残高 6,791,682 10,607,629 10,221,979 △1,796,855 25,824,436

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 29,193 1,489,946 △3,006 1,516,134 27,632 27,186,085

当期変動額

剰余金の配当 △785,390

親会社株主に帰属す
る当期純利益

2,225,362

自己株式の取得 △1,315,467

自己株式の処分 57,613

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

△557 471,850 181,752 653,045 122,991 776,037

当期変動額合計 △557 471,850 181,752 653,045 122,991 958,156

当期末残高 28,636 1,961,797 178,746 2,169,180 150,624 28,144,241

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,791,682 10,607,629 10,221,979 △1,796,855 25,824,436

当期変動額

剰余金の配当 △674,233 △674,233

親会社株主に帰属す
る当期純利益

6,210,694 6,210,694

自己株式の取得 △1,724 △1,724

自己株式の処分 116,321 △23,079 93,242

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

当期変動額合計 － 116,321 5,536,461 △24,804 5,627,978

当期末残高 6,791,682 10,723,951 15,758,440 △1,821,659 31,452,415

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 28,636 1,961,797 178,746 2,169,180 150,624 28,144,241

当期変動額

剰余金の配当 △674,233

親会社株主に帰属す
る当期純利益

6,210,694

自己株式の取得 △1,724

自己株式の処分 93,242

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

44,706 255,888 △80,876 219,719 49,831 269,550

当期変動額合計 44,706 255,888 △80,876 219,719 49,831 5,897,529

当期末残高 73,342 2,217,686 97,869 2,388,899 200,456 34,041,771

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,018,085 8,232,904

減価償却費 869,864 893,572

のれん償却額 83,199 49,705

支払利息 948 6,119

受取利息及び受取配当金 △42,759 △63,717

持分法による投資損益（△は益） △483 △2,447

受取賃貸料 △69,632 △70,789

補助金収入 △5,360 △53,478

受取補償金 － △88,438

固定資産除却損 － 7,955

固定資産売却損益（△は益） △38,746 △13,243

貸倒引当金の増減額（△は減少） △804 216

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,656 8,048

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,637 △16,200

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △1,122 11,091

為替差損益（△は益） △66,715 8,899

売上債権の増減額（△は増加） △718,902 △1,000,062

棚卸資産の増減額（△は増加） 117,650 △1,304,648

その他の流動資産の増減額（△は増加） △165,911 △323,773

仕入債務の増減額（△は減少） 297,559 △389,561

未払金の増減額（△は減少） 164,715 261,807

長期未払金の増減額（△は減少） △100,540 △44,330

その他の流動負債の増減額（△は減少） △10,226 347,028

小計 3,339,112 6,456,659

利息及び配当金の受取額 39,610 62,021

利息の支払額 △948 △6,119

法人税等の還付額 74,783 8,024

補助金の受取額 5,360 53,478

補償金の受取額 － 88,438

法人税等の支払額 △389,512 △1,177,765

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,068,406 5,484,736

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △15,807,536 △7,358,144

定期預金の払戻による収入 18,094,557 7,351,971

有形固定資産の取得による支出 △526,033 △961,665

有形固定資産の売却による収入 34,797 32,883

無形固定資産の取得による支出 △6,752 △10,047

投資有価証券の取得による支出 △1,155 △2,690

投資不動産の賃貸による収入 69,632 70,789

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △698,418 －

関係会社株式の取得による支出 △108,350 －

その他 △3,927 △2,297

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,046,813 △879,202

④【連結キャッシュ・フロー計算書】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △48,865 △76,349

自己株式の取得による支出 △1,315,467 △1,724

自己株式の売却による収入 30,483 51,215

配当金の支払額 △784,811 △674,213

非支配株主への配当金の支払額 △1,510 △11,182

非支配株主からの払込みによる収入 ※２ 106,183 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,013,988 △712,255

現金及び現金同等物に係る換算差額 153,506 41,811

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,254,737 3,935,089

現金及び現金同等物の期首残高 5,065,708 7,320,445

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 7,320,445 ※１ 11,255,535
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　11社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため、省略しており

ます。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した関連会社の数および関連会社の名称

持分法を適用した関連会社の数　2社

関連会社の名称

浙江精工光電科技有限公司

蘇州安准智能装備有限公司

(2）持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

　持分法適用会社のうち、決算期が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。

３．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

（連結子会社）

　当連結会計年度より、当社の連結子会社(孫会社)である精工訊捷光電(杭州)有限公司が精工訊捷光電(鶴

壁)有限公司を設立したため、連結の範囲に含めております。

（持分法適用会社）

　当連結会計年度において、杭州技研光電科技有限公司(中国)を清算したため、持分法適用会社より除外

しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

　全ての在外連結子会社の決算日は、12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。国内連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

５．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算

定）

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法
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商品 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

製品 金型関連 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

光通信、成形及

びデバイス関連

主に移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。

ただし、一部の国内子会社の評価方法については売価還元法を採用してお

ります。）

原材料 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品 金型及び

光通信関連

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

成形及び

デバイス関連

主に移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品 最終仕入原価法

③　棚卸資産

　ただし、在外連結子会社の評価基準については低価法を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しており

ます。また、在外連結子会社は、主として定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　７年～38年

機械装置及び運搬具　　６年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　５年

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　投資不動産

　当社は、定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、在外連

結子会社は、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　６年～38年
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

②　賞与引当金

　国内連結子会社の従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する

部分の金額を計上しております。

③　役員株式給付引当金

　取締役向け株式交付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付

債務の見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

②　過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しております。

③　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

④　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　精機事業においては、主に金型、成形品、精機関連その他の製造及び販売を行っており、光製品事業に

おいては、主に光通信用部品、製造機器・装置、光製品その他の製造及び販売を行っております。

　それらの商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点で履行義務が

充足されると判断しております。なお、国内取引においては重要性等に関する代替的な取扱いに基づき、

出荷時点で収益を認識し、輸出取引は、インコタームズ等に定められた貿易条件に基づき、リスク負担が

顧客に移転する時点で収益を認識しております。ただし、商品又は製品の性能に関して顧客検収条件を要

する場合は、顧客が商品又は製品を検収した時点で履行義務が充足されると判断して収益を認識しており

ます。

　有償受給取引においては、顧客との契約において約束された対価から顧客に支払われる対価等を控除し

た金額で測定しております。

　また、買戻し契約に該当する有償支給取引においては、有償支給先に残存する支給品について棚卸資産

を引き続き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について有償支給取引に

係る負債を認識しております。なお、有償支給取引において支給品の譲渡に係る収益は認識しておりませ

ん。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上し

ております。
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(7）のれんの償却方法及び償却期間

　８～10年間の定額法により償却しております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

（資産に係る控除対象外消費税等の会計処理）

　資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

（重要な会計上の見積り）

（繰延税金資産の回収可能性）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　繰延税金資産の金額は、連結財務諸表「注記事項（税効果会計関係）」の１．に記載の金額と同一であ

ります。

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは事業計画に基づき、繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指

針第26号）に従い、繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性の前提となる将来課税

所得の発生時期及び発生金額の見積りは、経済動向等、不確実性が含まれると判断しております。

　なお、当社グループの業績に与える直接的な影響は軽微という仮定のもと、会計上の見積りを行ってお

ります。

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏

まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第

16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、

かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基

準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産

に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

(2）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基準委

員会）

(1）概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を

設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務指針

第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計

基準委員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うととも

に、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定め

たものであります。

(2）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払利息」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた2,086千円

は、「支払利息」948千円、「その他」1,137千円として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の流動負債の増減額」に含めてい

た「支払利息」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他の流動負債の増減額」に表示していた△9,277円は、「支払利息」948千円、「その他の流動負債の増減

額」△10,226千円として組み替えております。
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（追加情報）

　(業績連動型株式報酬制度)

　当社は、2016年６月17日付株主総会決議に基づき、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を

導入しております。本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、役位、業績

達成度等に応じて当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が、本信託を通じて各取締役

に交付されるという業績連動型の株式報酬制度です。本制度は、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員であ

る取締役を除く。以下も同様。）の報酬と当社の中長期的な業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締

役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することにより、当社の

持続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高めることを目的として導入しております。

　当該信託に関する会計処理については、経済実態を重視する観点から、当社と信託口は一体であるとする会計

処理を採用しており、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益については、当社の連

結財務諸表に含めて計上しており、信託口が所有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部において自己株

式として表示しております。なお、当連結会計年度末において、信託口が所有する当社株式の帳簿価額は

347,839千円、また、株式数は68,872株であります

　(子会社の解散及び清算)

　当社は、2025年2月10日に、当社の連結子会社である香港精工技研有限公司を解散及び清算することを決議

し、2026年4月20日付で清算結了いたしました。

（1）解散の理由

　2006年6月に東南アジア地域での販売力強化を目的として設立しましたが、事業環境の変化によって2010年9月

より休眠状態となっておりました。この度、当社グループ全体の事業の合理化及び経営効率化を図るためであり

ます。

（2）解散する子会社の概要

・名称　　　　香港精工技研有限公司

・所在地　　　中華人民共和国　香港特別行政区

・資本金　　　1,000千USドル

・出資比率　　100％

・事業内容　　光学製品の東南アジア地域への販売

（3）清算結了日

2026年4月20日

（4）当該解散及び清算による損益の影響

当該解散及び清算に伴う連結業績に与える影響は算定中です。

（5）当該解散及び清算による営業活動等への影響

当該解散及び清算に伴う当社グループの営業活動等への影響はありません。
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

投資有価証券（株式） 131,668千円 132,146千円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

投資その他の資産

投資不動産

（建物及び構築物） 43,133千円 41,670千円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

固定負債

長期預り敷金 19,037千円 19,037千円

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　担保付債務は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

給料手当 1,166,543千円 1,719,453千円

賞与 451,141 〃 908,975 〃

賞与引当金繰入額 11,392 〃 12,425 〃

役員株式給付引当金繰入額 29,133 〃 61,951 〃

減価償却費 218,769 〃 254,186 〃

のれん償却額 83,199 〃 49,705 〃

研究開発費 152,088 〃 176,823 〃

退職給付費用 40,549 〃 14,187 〃

荷造運賃 515,214 〃 432,821 〃

販売手数料 297,604 〃 757,646 〃

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

152,088千円 176,823千円

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項　（収益認識関係）　１．顧客との契約

から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

機械装置及び運搬具 3,277千円 1,563千円

その他（工具、器具及び備品） 23,839 〃 11,850 〃

土地 11,850 〃 ― 〃

計 38,967千円 13,413千円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

建物及び構築物 ― 千円 103千円

機械装置及び運搬具 ― 〃 66 〃

その他（工具、器具及び備品） 220 〃 ― 〃

計 220千円 169千円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

建物及び構築物 ― 千円 7,955千円

計 ― 千円 7,955千円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

△13,423千円 21,111千円

※４　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

※５　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

※６　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

※７　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

※８　受取補償金

株式譲渡契約に伴う表明保証に係る補償金であります。

※９　過年度法人税等

当社及び連結子会社である株式会社エムジーにおいて、過年度の法人税等について税務調査を受けた結

果、過年度法人税等106,735千円を計上しております。
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（千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

その他有価証券評価差額金

当期発生額 76 65,018

組替調整額 ― ―

法人税等及び税効果調整前 76 65,018

法人税等及び税効果額 △634 △20,311

その他有価証券評価差額金 △557 44,706

為替換算調整勘定

当期発生額 471,850 255,888

退職給付に係る調整額

当期発生額 169,399 △219

組替調整額 12,353 △35,859

法人税等及び税効果調整前 181,752 △36,078

法人税等及び税効果額 ― △44,797

退職給付に係る調整額 181,752 △80,876

その他の包括利益合計 653,045 219,719

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額
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当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 9,333,654 ― ― 9,333,654

合計 9,333,654 ― ― 9,333,654

自己株式

普通株式（注） 210,504 250,153 34,860 425,797

合計 210,504 250,153 34,860 425,797

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 508,196 55 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年11月11日

取締役会
普通株式 277,194 30 2024年９月30日 2024年12月９日

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月20日

定時株主総会
普通株式 314,642 利益剰余金 35 2025年３月31日 2025年６月23日

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加250,153株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加250,000

株、単元未満株式の買取りによる増加153株であります。

　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少34,860株は、退任役員への業績連動型株式報酬交付によるものです。

　　　　３．自己株式には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式81,922株が含まれております。

２．新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　（注）１．2024年６月21日定時株主総会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口

が所有する株式に対する配当金6,423千円が含まれております。

　　　　２．2024年11月11日取締役会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所

有する株式に対する配当金2,457千円が含まれております。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　（注）　配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所有する株式に対する配当金2,867千円が含

まれております。
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当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 9,333,654 ― ― 9,333,654

合計 9,333,654 ― ― 9,333,654

自己株式

普通株式（注） 425,797 136 31,550 394,383

合計 425,797 136 31,550 394,383

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2025年６月20日

定時株主総会
普通株式 314,642 35 2025年３月31日 2025年６月23日

2025年11月13日

取締役会
普通株式 359,591 40 2025年９月30日 2025年12月８日

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2026年６月19日

定時株主総会
普通株式 540,488 利益剰余金 60 2026年３月31日 2026年６月22日

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加136株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少31,550株は、退任役員への業績連動型株式報酬交付によるものです。

　　　　３．自己株式には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式68,872株が含まれております。

２．新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　（注）１．2025年６月20日定時株主総会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口

が所有する株式に対する配当金2,867千円が含まれております。

　　　　２．2025年11月13日取締役会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所

有する株式に対する配当金2,014千円が含まれております。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　次の剰余金の配当に関する事項は、2026年６月19日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

　（注）　配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所有する株式に対する配当金4,132千円が含

まれております。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

現金及び預金勘定 14,072,417千円 18,021,554千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,751,971 〃 △6,766,018 〃

現金及び現金同等物 7,320,445千円 11,255,535千円

流動資産 1,026,034千円

固定資産 452,005

のれん 497,052

流動負債 △453,155

固定負債 △133,937

　株式の取得価額 1,388,000

現金及び現金同等物 △689,581

　差引：取得のための支出 698,418

流動資産 216,700千円

非支配株主持分 △106,183

　株式の取得価額 110,517

現金及び現金同等物 △216,700

　差引：取得のための収入 106,183

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

  　　前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（１）株式の取得により新たに株式会社エムジーを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に同社株式の取得価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

（２）株式の取得により新たに精工訊捷光電有限公司を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに同社株式の取得価額と同社取得のための収入（純額）との関係は次のとおりであります。

　　　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

(1）所有権移転ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産　主として、光製品関連における工場及び工場用地（有形固定資産「その他」）でありま

す。

②　リース資産の減価償却の方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　　重要性が乏しいため注記を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。デリバティブは、後述するリス

クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うに

あたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約及

び通貨スワップ取引を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについて

は、為替の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引及び通貨スワップ取引であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び国内連結子会社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理

規程に準じて、同様の管理を行なっております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほ

とんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社及び国内連結子会社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに

対して、必要に応じて先物為替予約及び通貨スワップ取引を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた外貨建取引管理規程に従

い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行なっております。月次の取引実績は、担当役員に報告しておりま

す。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び国内連結子会社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理

を行っております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

- 64 -



連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）売掛金 5,087,241 5,066,484 △20,756

(2）投資有価証券（※２）

その他有価証券 101,721 101,721 ―

資産計 5,188,962 5,168,206 △20,756

区分
当連結会計年度

（2025年３月31日）

非上場株式 402,024千円

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）売掛金 6,718,856 6,690,095 △28,760

(2）投資有価証券（※２）

その他有価証券 169,430 169,430 ―

資産計 6,888,287 6,859,526 △28,760

区分
当連結会計年度

（2026年３月31日）

非上場株式 402,502千円

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2025年３月31日）

　（※１）　「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「買掛金」「未払法人税等」は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

　（※２）　市場価格のない株式等は、「(2）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下のとおりであります。

当連結会計年度（2026年３月31日）

　（※１）　「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「買掛金」「未払法人税等」は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

　（※２）　市場価格のない株式等は、「(2）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下のとおりであります。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 14,072,417 ― ― ―

受取手形 32,850 ― ― ―

売掛金 4,641,000 430,269 15,971 ―

電子記録債権 729,424 ― ― ―

合計 19,475,692 430,269 15,971 ―

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 18,021,554 ― ― ―

受取手形 1,056 ― ― ―

売掛金 6,318,264 383,903 16,689 ―

電子記録債権 231,564 ― ― ―

合計 24,572,439 383,903 16,689 ―

（注）　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

当連結会計年度（2026年３月31日）

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 101,721 ― ― 101,721

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 169,430 ― ― 169,430

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 ― 5,066,484 ― 5,066,484

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 ― 6,690,095 ― 6,690,095

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

当連結会計年度（2026年３月31日）

(2）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

当連結会計年度（2026年３月31日）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

売掛金

　売掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローと、満期までの期間

及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。
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（単位：千円）

種類
連結貸借対照表計上
額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 101,721 48,457 53,264

(2）その他 ― ― ―

小計 101,721 48,457 53,264

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 ― ― ―

(2）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 101,721 48,457 53,264

（単位：千円）

種類
連結貸借対照表計上
額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 169,430 51,148 118,282

(2）その他 ― ― ―

小計 169,430 51,148 118,282

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 ― ― ―

(2）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 169,430 51,148 118,282

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2025年３月31日）

当連結会計年度（2026年３月31日）

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

退職給付債務の期首残高 679,907 494,613

勤務費用 33,917 24,352

利息費用 1,019 8,459

数理計算上の差異の発生額 △169,399 219

退職給付の支払額 △50,832 △34,012

退職給付債務の期末残高 494,613 493,631

（千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 494,613 493,631

連結貸借対照表に計上された負債 494,613 493,631

退職給付に係る負債 494,613 493,631

連結貸借対照表に計上された負債 494,613 493,631

（千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

勤務費用 33,917 24,352

利息費用 1,019 8,459

数理計算上の差異の費用処理額 12,353 △35,859

確定給付制度に係る退職給付費用 47,290 △3,047

（千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

数理計算上の差異 181,752 △36,078

合計 181,752 △36,078

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、非積立型の確定給付型の制度として退職一時金制度、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設

けております。

　なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計

算しております。

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く。）

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

(4）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
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（千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △178,746 △142,667

合計 △178,746 △142,667

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

割引率 1.7％ 1.7～2.4％

予想昇給率 4.9％ 4.9～5.0％

（千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 503,446 511,625

退職給付費用 38,358 42,985

退職給付の支払額 △30,179 △57,984

退職給付に係る負債の期末残高 511,625 496,626

（千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 511,625 496,626

連結貸借対照表に計上された負債 511,625 496,626

退職給付に係る負債 511,625 496,626

連結貸借対照表に計上された負債 511,625 496,626

(5）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度　38,358千円　　当連結会計年度　42,985千円

４．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度23,237千円、当連結会計年度22,783千円であります。
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産

貸倒引当金 240千円 236千円

未払賞与等 107,393 〃 208,265 〃

未払事業税等 44,570 〃 85,935 〃

未払金 16,490 〃 20,433 〃

棚卸資産 16,663 〃 16,382 〃

連結会社間内部利益控除 40,253 〃 77,920 〃

退職給付に係る負債 317,436 〃 356,723 〃

繰延資産 1,579 〃 2,633 〃

一括償却資産 6,079 〃 6,213 〃

長期未払金 13,919 〃 ― 〃

役員株式給付引当金 50,345 〃 40,631 〃

減損損失 138,023 〃 134,446 〃

税務上の繰越欠損金（注）２ 102,754 〃 98,993 〃

資産除去債務 15,280 〃 15,360 〃

その他 15,364 〃 19,782 〃

繰延税金資産小計 886,396千円 1,083,959千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △102,754 〃 △98,993 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △436,736 〃 △424,531 〃

評価性引当額小計（注）１ △539,490 〃 △523,525 〃

繰延税金資産合計 346,905千円 560,433千円

繰延税金負債

在外子会社の留保利益 △212,339千円 △257,253千円

退職給付に係る負債 ― 〃 △44,797 〃

その他 △27,166 〃 △48,244 〃

繰延税金負債合計 △239,505千円 △350,294千円

繰延税金資産の純額 185,877千円 211,733千円

繰延税金負債の純額 78,477千円 1,594千円

１年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金

(a)
― ― ― ― 711 102,043 102,754千円

評価性引当額 ― ― ― ― △711 △102,043 △102,754 〃

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ― 〃

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）１．評価性引当額が15,965千円減少しております。この減少の主な内容は、当社において将来の課税所得

の見積額が増加したことにより、評価性引当額が減少したためであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2025年３月31日）

(a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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１年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金

(a)
― ― ― 4,276 1,783 92,933 98,993千円

評価性引当額 ― ― ― △4,276 △1,783 △92,933 △98,993 〃

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％ 0.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0％ △0.0％

住民税均等割 0.3％ 0.1％

外国税額 1.0％ 0.5％

税額控除 △3.1％ △2.1％

子会社の税率差異 △7.0％ △7.4％

のれん償却額 0.8％ 0.2％

在外関係会社の留保利益 1.6％ 0.7％

評価性引当額の増減 1.4％ △0.9％

過年度法人税等 ― 1.3％

その他 0.0％ 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.7％ 23.9％

当連結会計年度（2026年３月31日）

(a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳
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名称 精工訊捷光電（鶴壁）有限公司

所在地 中華人民共和国河南省鶴壁市

代表者の役職・氏名 総経理　黄　勇

事業内容 光通信関連デバイスの製造

資本金 5,000,000人民元

設立年月日 2026年1月6日

出資比率 精工訊捷光電（杭州） 有限公司100%

（企業結合等関係）

(曾孫会社の設立による企業結合)

　当社の連結子会社(孫会社)である精工訊捷光電(杭州)有限公司が、2026年1月6日付で中華人民共和国河南省鶴壁市

に光通信用部品の製造を行う連結子会社（曾孫会社）を設立いたしました。

（1）目的

現在、生成 AI の普及に伴って世界各国でデータセンターの建設が加速しており、狭小な空間に設置することのでき

る小型で精密な光通信デバイスの需要が急増しています。精工訊捷光電（杭州）有限公司では、光トランシーバーの

構成部品であるMT（Mechanical Transfer）ファイバアレイを中心に、高密度接続を特徴とする光通信デバイスを生

産していますが、顧客からの引き合いが急速に強まっています。ハイパースケールデータセンターの高速・大容量デ

ータ通信に対応する、次世代光通信デバイスの生産能力増強に向けた最適な生産・物流体制を構築し、一層の競争力

強化を図るために新会社を設立するものであります。

（2）設立した曾孫会社の概要

（資産除去債務関係）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

連結貸借対照表計上額

期首残高 1,285,649 1,281,788

期中増減額 △3,861 △9,959

期末残高 1,281,788 1,271,828

期末時価 1,530,956 1,795,545

（賃貸等不動産関係）

　当社及び一部の連結子会社では、千葉県その他の地域において、賃貸用の倉庫及びビル（土地を含む。）等を

有しております。

　前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は53,394千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費

用は営業外費用に計上）であります。

　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は34,141千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費

用は営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は、減価償却費（8,775千円）であります。当連結会計年

度の主な減少額は、減価償却費（13,017千円）であります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行

ったものを含む。）であります。
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

精機関連 光製品関連

金型 1,132,750 ― 1,132,750

成形品 7,765,215 ― 7,765,215

精機関連その他 302,516 ― 302,516

光通信用部品 ― 5,011,157 5,011,157

製造機器・装置 ― 5,597,672 5,597,672

光製品その他 ― 173,496 173,496

顧客との契約から生じる収益 9,200,483 10,782,325 19,982,809

外部顧客への売上高 9,200,483 10,782,325 19,982,809

（単位：千円）

報告セグメント
合計

精機関連 光製品関連

金型 796,707 ― 796,707

成形品 8,951,144 ― 8,951,144

精機関連その他 215,326 ― 215,326

光通信用部品 ― 7,516,871 7,516,871

製造機器・装置 ― 12,464,289 12,464,289

光製品その他 ― 143,541 143,541

顧客との契約から生じる収益 9,963,178 20,124,703 30,087,881

外部顧客への売上高 9,963,178 20,124,703 30,087,881

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

受取手形 12,936 32,850

売掛金 4,169,602 5,087,241

電子記録債権 568,521 729,424

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

受取手形 32,850 1,056

売掛金 5,087,241 6,718,856

電子記録債権 729,424 231,564

契約負債（期首残高）

前受金 74,009 4,773

契約負債（期末残高）

前受金 4,773 45,740

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）　５．

会計方針に関する事項　(5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

(1）契約負債の残高等

　（注）１．前連結会計年度及び当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金

額に重要性はありません。

２．契約負債の増減は、主として前受金の受取（契約負債の増加）と、収益認識（同、減少）により生じたもの

であります。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が

１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との

契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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（単位：千円）

精機関連 光製品関連 合計
調整額

（注）１，２
連結財務諸表計
上額（注）３

売上高

外部顧客への売上高 9,200,483 10,782,325 19,982,809 － 19,982,809

セグメント間の内部売上高

又は振替高
29,368 207 29,576 △29,576 －

計 9,229,851 10,782,533 20,012,385 △29,576 19,982,809

セグメント利益 588,240 2,229,012 2,817,252 － 2,817,252

セグメント資産 10,021,626 12,085,298 22,106,924 12,276,244 34,383,169

その他の項目

減価償却費 497,683 354,864 852,548 － 852,548

のれんの償却額 12,426 70,773 83,199 － 83,199

持分法適用会社への投資額 － 131,668 131,668 － 131,668

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
263,463 274,733 538,197 59,807 598,004

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、製品群やサービスの特徴で区分した事業セグメントから得られる情報を全社的な意思決定の基

礎と位置付けており、「精機関連」及び「光製品関連」の２つを報告セグメントとしております。

　「精機関連」は、光ディスク等の各種精密金型や、自動車部品等の精密成形品を製造及び販売しており

ます。「光製品関連」は、光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、光コネクタ研磨

機、無給電光伝送装置、高耐熱レンズ等を製造及び販売しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　共用資産については、各報告セグメントに配分しておりませんが、関連する費用については、合理的な

基準に基づき、各報告セグメントへ配分しております。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）
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（単位：千円）

精機関連 光製品関連 合計
調整額

（注）１，２
連結財務諸表計
上額（注）３

売上高

外部顧客への売上高 9,963,178 20,124,703 30,087,881 － 30,087,881

セグメント間の内部売上高

又は振替高
74,304 － 74,304 △74,304 －

計 10,037,482 20,124,703 30,162,185 △74,304 30,087,881

セグメント利益 1,064,867 6,668,308 7,733,176 － 7,733,176

セグメント資産 10,388,719 15,530,708 25,919,427 15,772,670 41,692,098

その他の項目

減価償却費 458,573 420,619 879,192 － 879,192

のれんの償却額 49,705 － 49,705 － 49,705

持分法適用会社への投資額 － 132,146 132,146 － 132,146

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
386,932 596,990 983,923 89,752 1,073,676

（単位：千円）

精機関連 光製品関連 合計

外部顧客への売上高 9,200,483 10,782,325 19,982,809

（単位：千円）

日本 アメリカ メキシコ その他北米 中国 その他アジア ヨーロッパ 合計

10,865,217 1,981,648 1,485,224 214,011 2,091,639 1,996,297 1,348,771 19,982,809

当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

　（注）１．前連結会計年度のセグメント資産の調整額12,276,244千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産であ

り、主に余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産等であります。また、当連結会計年度のセ

グメント資産の調整額15,772,670千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産であり、主に余資運用資金

（現金及び預金）及び管理部門に係る資産等であります。

２．前連結会計年度の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額59,807千円は、主に報告セグメントに帰

属しない全社資産の投資額であります。また、当連結会計年度の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の

調整額89,752千円は、主に報告セグメントに帰属しない全社資産の投資額であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　（注）売上高は、顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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（単位：千円）

日本 北米 中国 その他アジア ヨーロッパ 合計

6,223,913 6,189 1,644,579 114,500 143,319 8,132,501

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社デンソー 5,022,442 精機関連

株式会社豊田自動織機 2,202,642 精機関連

（単位：千円）

精機関連 光製品関連 合計

外部顧客への売上高 9,963,178 20,124,703 30,087,881

（単位：千円）

日本 アメリカ メキシコ その他北米 中国 その他アジア ヨーロッパ 合計

11,918,382 3,846,650 4,743,965 168,115 4,042,108 3,652,328 1,716,331 30,087,881

（単位：千円）

日本 北米 中国 その他アジア ヨーロッパ 合計

6,360,122 33,127 1,735,923 128,689 306,105 8,563,969

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社デンソー 5,337,351 精機関連

Corning Optical Communications, S.de 

R.L.de C.V.
3,152,732 光製品関連

(2）有形固定資産

３．主要な顧客ごとの情報

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　（注）売上高は、顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（表示方法の変更）

　前連結会計年度において、「北米」に含めていた「アメリカ」、「メキシコ」の売上高は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。この表示方法を反映させるため、前連結会計年度の表

示の組み替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の「北米」3,680,883千円は、「アメリカ」は1,981,648千円、「メキシコ」は

1,485,224千円、「その他北米」は214,011千円として組み替えております。

(2）有形固定資産

３．主要な顧客ごとの情報
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（単位：千円）

精機関連 光製品関連 全社・消去 合計

当期償却額 12,426 70,773 － 83,199

当期末残高 484,626 － － 484,626

（単位：千円）

精機関連 光製品関連 全社・消去 合計

当期償却額 49,705 － － 49,705

当期末残高 434,921 － － 434,921

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 3,142.58円 3,785.69円

１株当たり当期純利益 245.34円 695.65円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 2,225,362 6,210,694

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
2,225,362 6,210,694

普通株式の期中平均株式数（株） 9,070,450 8,927,862

（１株当たり情報）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を連結貸借対照表の純資産の部において自

己株式として計上しており、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式数に含

めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております。（前連結会計年度81,922株　当連結会計年度68,872株）

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（千円） 12,133,074 30,087,881

税金等調整前中間（当期）純

利益（千円）
2,864,685 8,232,904

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益（千円）
2,229,367 6,210,694

１株当たり中間（当期）純利

益（円）
250.03 695.65

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,363,592 12,592,912

受取手形 129,160 120,859

売掛金 ※２ 2,021,879 ※２ 3,774,853

商品及び製品 113,068 165,662

仕掛品 176,762 313,147

原材料及び貯蔵品 279,619 510,777

関係会社短期貸付金 950,000 1,083,736

前払費用 16,761 24,127

未収入金 ※２ 41,932 ※２ 85,211

未収消費税等 76,982 280,977

その他 ※２ 27,976 ※２ 25,618

流動資産合計 13,197,734 18,977,884

固定資産

有形固定資産

建物 3,541,945 3,607,014

減価償却累計額 △2,728,655 △2,786,548

建物（純額） 813,290 820,465

構築物 179,899 180,399

減価償却累計額 △174,603 △175,510

構築物（純額） 5,295 4,888

機械及び装置 1,368,101 1,474,372

減価償却累計額 △1,251,911 △1,222,276

機械及び装置（純額） 116,189 252,096

車両運搬具 20,358 20,358

減価償却累計額 △19,044 △19,701

車両運搬具（純額） 1,313 656

工具、器具及び備品 1,377,233 1,474,994

減価償却累計額 △1,265,807 △1,306,338

工具、器具及び備品（純額） 111,426 168,656

土地 2,035,325 2,035,325

建設仮勘定 36,188 40,677

有形固定資産合計 3,119,029 3,322,767

無形固定資産

ソフトウエア 7,439 6,383

施設利用権 693 693

その他 － 852

無形固定資産合計 8,132 7,929

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

投資その他の資産

投資有価証券 51,818 116,191

関係会社株式 5,532,164 5,532,164

関係会社出資金 2,198,217 2,198,217

関係会社長期貸付金 1,795,027 1,250,000

投資不動産 ※１ 809,116 ※１ 807,653

繰延税金資産 95,402 228,519

その他 881 943

投資その他の資産合計 10,482,628 10,133,691

固定資産合計 13,609,790 13,464,388

資産合計 26,807,524 32,442,272

負債の部

流動負債

買掛金 ※２ 386,232 ※２ 821,852

未払金 ※２ 165,646 ※２ 265,341

未払費用 249,912 554,056

未払法人税等 407,153 1,124,694

契約負債 81 24,294

預り金 31,027 36,501

前受収益 3,828 3,828

その他 12,841 13,076

流動負債合計 1,256,723 2,843,645

固定負債

退職給付引当金 673,359 634,983

長期未払金 44,330 －

役員株式給付引当金 160,336 129,399

長期預り敷金 ※１ 19,037 ※１ 19,037

長期預り金 ※２ 201,976 ※２ 216,023

固定負債合計 1,099,039 999,443

負債合計 2,355,762 3,843,089
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 6,791,682 6,791,682

資本剰余金

資本準備金 10,571,419 10,571,419

その他資本剰余金 36,209 152,531

資本剰余金合計 10,607,629 10,723,951

利益剰余金

利益準備金 1,697,920 1,697,920

その他利益剰余金

別途積立金 500,000 500,000

繰越利益剰余金 6,631,726 10,644,186

利益剰余金合計 8,829,647 12,842,107

自己株式 △1,796,855 △1,821,659

株主資本合計 24,432,104 28,536,082

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 19,658 63,101

評価・換算差額等合計 19,658 63,101

純資産合計 24,451,762 28,599,183

負債純資産合計 26,807,524 32,442,272
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

売上高

製品売上高 5,030,106 9,062,915

商品売上高 1,454,710 2,040,409

売上高合計 ※１ 6,484,817 ※１ 11,103,324

売上原価

製品売上原価

製品期首棚卸高 68,546 66,443

当期製品製造原価 ※１ 2,557,248 ※１ 4,250,834

合計 2,625,795 4,317,278

他勘定振替高 ※２ 888 ※２ 496

製品期末棚卸高 66,443 115,186

製品売上原価 2,558,462 4,201,595

商品売上原価

商品期首棚卸高 42,562 46,624

当期商品仕入高 ※１ 1,151,550 ※１ 1,591,168

合計 1,194,112 1,637,793

商品他勘定振替高 △1,323 △3,142

商品期末棚卸高 46,624 50,476

商品売上原価 1,148,811 1,590,458

売上原価合計 3,707,274 5,792,054

売上総利益 2,777,542 5,311,270

販売費及び一般管理費 ※３ 1,602,910 ※３ 2,108,030

営業利益 1,174,631 3,203,240

営業外収益

受取利息 ※１ 32,429 ※１ 39,262

受取配当金 ※１ 1,059,413 ※１ 2,008,861

受取ロイヤリティー ※１ 57,033 ※１ 80,072

補助金収入 5,060 18,447

投資不動産賃貸料 41,760 41,760

為替差益 － 309,588

その他 4,361 6,343

営業外収益合計 1,200,058 2,504,334

営業外費用

不動産賃貸原価 8,368 9,025

その他 604 183

営業外費用合計 8,972 9,208

経常利益 2,365,717 5,698,365

②【損益計算書】
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

特別利益

固定資産売却益 ※４ 389 ※４ 2,279

受取補償金 － ※７ 88,438

特別利益合計 389 90,718

特別損失

固定資産除却損 － ※５ 7,955

特別損失合計 － 7,955

税引前当期純利益 2,366,107 5,781,128

法人税、住民税及び事業税 384,674 1,239,437

過年度法人税等 － ※６ 8,000

法人税等調整額 △25,716 △153,002

法人税等合計 358,957 1,094,435

当期純利益 2,007,149 4,686,693
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（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,791,682 10,571,419 36,080 10,607,500 1,697,920 500,000 5,409,966 7,607,887

当期変動額

剰余金の配当 △785,390 △785,390

当期純利益 2,007,149 2,007,149

自己株式の取得

自己株式の処分 129 129

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

当期変動額合計 － － 129 129 － － 1,221,759 1,221,759

当期末残高 6,791,682 10,571,419 36,209 10,607,629 1,697,920 500,000 6,631,726 8,829,647

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △538,872 24,468,198 15,603 15,603 24,483,801

当期変動額

剰余金の配当 △785,390 △785,390

当期純利益 2,007,149 2,007,149

自己株式の取得 △1,315,467 △1,315,467 △1,315,467

自己株式の処分 57,484 57,613 57,613

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

4,054 4,054 4,054

当期変動額合計 △1,257,983 △36,094 4,054 4,054 △32,039

当期末残高 △1,796,855 24,432,104 19,658 19,658 24,451,762

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,791,682 10,571,419 36,209 10,607,629 1,697,920 500,000 6,631,726 8,829,647

当期変動額

剰余金の配当 △674,233 △674,233

当期純利益 4,686,693 4,686,693

自己株式の取得

自己株式の処分 116,321 116,321

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

当期変動額合計 － － 116,321 116,321 － － 4,012,460 4,012,460

当期末残高 6,791,682 10,571,419 152,531 10,723,951 1,697,920 500,000 10,644,186 12,842,107

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △1,796,855 24,432,104 19,658 19,658 24,451,762

当期変動額

剰余金の配当 △674,233 △674,233

当期純利益 4,686,693 4,686,693

自己株式の取得 △1,724 △1,724 △1,724

自己株式の処分 △23,079 93,242 93,242

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

43,442 43,442 43,442

当期変動額合計 △24,804 4,103,977 43,442 43,442 4,147,420

当期末残高 △1,821,659 28,536,082 63,101 63,101 28,599,183

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）製品

金型関連　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

光通信関連　　移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3）原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(4）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(5）貯蔵品

最終仕入原価法

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　８年～38年

機械及び装置　　　　　　８年～10年

工具、器具及び備品　　　２年～20年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

(3）投資不動産

　定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　６年～38年
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５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しております。

③　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(3）役員株式給付引当金

　取締役向け株式交付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。

６．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　精機事業においては、主に金型、成形品、精機関連その他の製造及び販売を行っており、光製品事業にお

いては、主に光通信用部品、製造機器・装置、光製品その他の製造及び販売を行っております。

　それらの商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点で履行義務が充

足されると判断しております。なお、国内取引においては重要性等に関する代替的な取扱いに基づき、出荷

時点で収益を認識し、輸出取引は、インコタームズ等に定められた貿易条件に基づき、リスク負担が顧客に

移転する時点で収益を認識しております。ただし、商品又は製品の性能に関して顧客検収条件を要する場合

は、顧客が商品又は製品を検収した時点で履行義務が充足されると判断して収益を認識しております。

７．その他財務諸表作成のための基礎となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

　資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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（重要な会計上の見積り）

（繰延税金資産の回収可能性）

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

　繰延税金資産の金額は、財務諸表「注記事項（税効果会計関係）」の１．に記載の金額と同一でありま

す。

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は事業計画に基づき、繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26

号）に従い、繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性の前提となる翌事業年度の課

税所得の見積りは、経済動向等、不確実性が含まれると判断しております。

　なお、当社の業績に与える直接的な影響は軽微という仮定のもと、会計上の見積りを行っております。

（追加情報）

(取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入)

　連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(子会社の解散及び清算)

　連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

投資不動産

（建物） 41,961千円 40,786千円

（構築物） 1,172 〃 883 〃

計 43,133千円 41,670千円

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

固定負債

長期預り敷金 19,037千円 19,037千円

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　担保付債務は、次のとおりであります。
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前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

流動資産

売掛金 855,465千円 2,687,944千円

未収入金 27,282 〃 75,984 〃

未収収益 3,986 〃 4,538 〃

立替金 3,837 〃 4,364 〃

流動負債

買掛金 73,146千円 198,631千円

未払金 1,771 〃 2,232 〃

固定負債

長期預り金 201,976千円 216,023千円

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

関係会社への売上高 3,095,096千円 7,172,208千円

関係会社からの仕入高 1,080,918 〃 1,606,539 〃

関係会社からの受取利息 29,079 〃 26,244 〃

関係会社からの受取配当金 1,057,921 〃 2,006,829 〃

関係会社からの受取ロイヤリティー 57,033 〃 80,072 〃

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

主に社内消費出庫分であります。 主に社内消費出庫分であります。

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

※２　他勘定振替高
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前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

給料 389,960千円 356,115千円

役員株式給付引当金繰入額 24,651 〃 60,394 〃

賞与 201,101 〃 454,430 〃

退職給付費用 36,478 〃 7,720 〃

減価償却費 82,787 〃 90,178 〃

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

機械及び装置 134千円 ―千円

工具、器具及び備品 255 〃 2,279 〃

計 389千円 2,279千円

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

建物及び構築物 ―千円 7,955千円

計 ―千円 7,955千円

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度12％、当事業年度14％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度88％、当事業年度86％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※４　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

※６　過年度法人税等

　当社において、2022年３月期から2025年３月期までの課税年度の法人税等について税務調査を受けた結果、

過年度法人税等8,000千円を計上しております。

※７　受取補償金

　株式譲渡契約に伴う表明保証に係る補償金であります。

（単位：千円）

区分
当事業年度

（2025年３月31日）

子会社株式 5,532,164

（単位：千円）

区分
当事業年度

（2026年３月31日）

子会社株式 5,532,164

（有価証券関係）

前事業年度（2025年３月31日）

　市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

当事業年度（2026年３月31日）

　市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。
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前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産

未払賞与等 66,246千円 163,172千円

未払事業税等 30,505 〃 67,316 〃

未払金 2,668 〃 14,701 〃

棚卸資産 8,480 〃 8,484 〃

退職給付引当金 211,434 〃 199,384 〃

繰延資産 1,579 〃 2,633 〃

一括償却資産 2,582 〃 1,760 〃

長期未払金 13,919 〃 ― 〃

役員株式給付引当金 50,345 〃 40,631 〃

減損損失 77,782 〃 73,448 〃

その他 15,789 〃 16,126 〃

繰延税金資産小計 481,333千円 587,660千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △373,349 〃 △325,515 〃

評価性引当額小計  △373,349 〃 △325,515 〃

繰延税金資産合計 107,983千円 262,144千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △8,998千円 △28,883千円

その他 △3,583 〃 △4,742 〃

繰延税金負債合計 △12,581 〃 △33,625 〃

繰延税金資産の純額 95,402千円 228,519千円

繰延税金負債の純額 ― 千円 ― 千円

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）

評価性引当額 △1.3％ △0.8％

外国税額等 1.1％ 0.6％

住民税均等割等 0.2％ 0.1％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0％ 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △12.9％ △9.9％

税額控除 △2.6％ △2.4％

その他 0.2％ 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.2％ 18.9％

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産

建物 3,541,945 66,372 1,303 3,607,014 2,786,548 59,196 820,465

構築物 179,899 500 - 180,399 175,510 907 4,888

機械及び装置 1,368,101 180,929 74,659 1,474,372 1,222,276 44,998 252,096

車両運搬具 20,358 - - 20,358 19,701 656 656

工具、器具及び備品 1,377,233 146,611 48,849 1,474,994 1,306,338 89,148 168,656

土地 2,035,325 - - 2,035,325 - - 2,035,325

建設仮勘定 36,188 327,726 323,236 40,677 - - 40,677

有形固定資産計 8,559,052 722,139 448,048 8,833,143 5,510,375 194,907 3,322,767

無形固定資産

ソフトウエア 111,050 1,580 2,500 110,130 103,746 2,636 6,383

施設利用権 9,387 - - 9,387 8,694 - 693

特許実施権 416 - - 416 416 - -

建設仮勘定 - 852 - 852 - - 852

無形固定資産計 120,854 2,432 2,500 120,787 112,857 2,636 7,929

建物 本社工場 45,846千円

第２工場 19,576千円

機械及び装置 光製品関連製造設備 149,781千円

精機関連製造設備 25,448千円

工具、器具及び備品 光製品関連製造設備 126,908千円

精機関連製造設備 7,696千円

全社ネットワーク設備 7,000千円

機械及び装置 精機関連製造設備 49,752千円

光製品関連製造設備 44,243千円

工具器具備品 光製品関連製造設備 35,490千円

イメージングデバイス関連設備 8,753千円

精機関連製造設備 5,718千円

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（注）　当期増加・減少額のうち主なものは次のとおりであります。

１．当期増加額の主な内訳

２．当期減少額の主な内訳

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額（目的
使用）（千円）

当期減少額（そ
の他）（千円）

当期末残高
（千円）

役員株式給付引当金 160,336 61,951 92,887 ― 129,399

【引当金明細表】

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日　３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当社の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により

電子公告によることができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】

　（注）１．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）剰余金の配当を受ける権利

(3）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(4）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(5）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第53期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月20日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2025年６月20日関東財務局長に提出

(3）半期報告書及び確認書

（第54期中）（自  2025年４月１日  至  2025年９月30日）2025年11月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

2025年６月23日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります

(5）有価証券届出書（参照方式）及びその添付書類

2025年11月13日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

2026年６月17日

株式会社精工技研

取締役会　御中

アーク有限責任監査法人

東京オフィス

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 沼田　慶輔

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 髙屋　友宏

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社精工技研の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社精工技研及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。



株式会社精工技研の繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

株式会社精工技研（以下、会社）及び連結子会社は、当

連結会計年度の連結貸借対照表において、投資その他の資

産の区分の「その他」に含めて繰延税金資産211,733千円

を計上している。連結財務諸表【注記事項】(税効果会計

関係)1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳、及び、財務諸表 【注記事項】(税効果会計関

係)1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳の注記に記載のとおり、繰延税金負債との相殺前の

繰延税金資産の金額は560,433千円であり、うち262,144千

円が会社に係る繰延税金資産である。

会社に係る当該繰延税金資産は、将来減算一時差異及び

税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の総額587,660千

円から評価性引当額△325,515千円が控除されたものであ

る。

繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回収可

能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計

基準適用指針第26号）で示されている企業の分類の妥当

性、収益性に基づく将来の課税所得の十分性及び将来減算

一時差異等の将来解消見込年度のスケジューリング等に基

づいて判断される。

収益力に基づく将来の課税所得は事業計画を基礎とし、

不確実性のリスクを反映して見積られることから、経営者

による判断が伴う。

以上から、当監査法人は当連結会計年度の連結財務諸表

監査において、経営者による会社の繰延税金資産の回収可

能性に関する判断が特に重要であり、「監査上の主要な検

討事項」に該当すると判断した。

当監査法人は、会社の繰延税金資産の回収可能性の検討

に当たり、主に以下の監査手続を実施した。

(１)内部統制の評価

・繰延税金資産の回収可能性の判断及び繰延税金資産の計

上に関する内部統制の整備・運用状況を評価した。

(２)繰延税金資産の回収可能額に係る仮定の合理性の評価

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基づ

く企業の分類を検討した。

・将来の課税所得の見積額が、取締役会の承認を得た将来

の事業計画を基礎として算出されていることを確認した。

・過年度の事業計画について、実績と比較し、会社の作成

した将来の事業計画の見積りの精度を評価した。

・過年度における将来の課税所得の見積りと実績との比較

等を行い、会社の見積りの精度を評価した。

・将来減算一時差異の残高について、その解消見込年度の

スケジューリングについて検討した。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社精工技研の2026年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社精工技研が2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。



（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内部

統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監

査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等　（３）【監査の

状況】に記載されている。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上



独立監査人の監査報告書

2026年６月17日

株式会社精工技研

取締役会　御中

アーク有限責任監査法人

東京オフィス

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 沼田　慶輔

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 髙屋　友宏

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社精工技研の2025年４月１日から2026年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

精工技研の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

繰延税金資産の回収可能性

　株式会社精工技研は貸借対照表の投資その他の資産の区分に繰延税金資産228,519千円を計上している。

　監査上の主要な検討事項の内容、決定理由及び監査上の対応については、連結財務諸表の監査報告書に記載されている

監査上の主要な検討事項（繰延税金資産の回収可能性）と同一内容であるため、記載を省略している。



その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。



（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

　代表取締役社長上野淳は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の財務報告に係る内部統制の整備及び運用

に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係

る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。

　なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性があります。

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

　財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である2026年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。

　本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行っ

た上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統

制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。

　財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を財務報告

に係る内部統制の評価範囲といたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、財務報告に対する金額的及び

質的影響並びにリスクの発生可能性を考慮して決定しています。全社的な内部統制及び決算・財務報告に係る業務プロ

セスのうち、全社的な観点で評価することが適切と考えられるものについては、当社及び連結子会社6社を評価の対象

とし、関係者への質問、記録の検証等の手続きを実施することにより、内部統制の整備及び運用状況並びにその状況が

業務プロセスに係る内部統制に及ぼす影響の程度を評価いたしました。

なお、連結子会社5社及び持分法適用関連会社2社については発生の可能性、金額的及び質的重要性の観点から財務報

告に対する影響が僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。

　また、業務プロセスに係る内部統制については、当社グループは製造業を営む連結グループであり、主として各事業

拠点において生産から販売まで一括して行っており、さらに全社的な内部統制の評価結果が良好であるため、事業拠点

の重要性を判断する指標として、売上高（連結会社間取引消去後）の金額が高い事業拠点から合算し、連結売上高の概

ね2/3に達している3事業拠点を「重要な事業拠点」として選定いたしました。選定した重要な各事業拠点においては、

生産から販売まで一括して行っているため、当社グループの事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及

び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。

　さらに、財務報告への影響を勘案して、個別に評価したプロセスとして、税金・税効果プロセス、固定資産・のれん

の減損プロセス、関係会社株式の評価プロセスを識別しました。また、サイバーリスクの高まりを受け、ITへの対応に

関するリスク評価に基づき、IT全般統制を評価対象といたしました。

３【評価結果に関する事項】

　上記の評価の結果、当社代表取締役社長上野淳は、2026年３月31日現在における当社グループの財務報告に係る内部

統制は有効であると判断いたしました。

４【付記事項】

　該当事項はありません。

５【特記事項】

　該当事項はありません。
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１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長上野淳は、当社の第54期（自2025年４月１日　至2026年３月31日）の有価証券報告書の記載内

容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。


